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要旨 本研究の目的は．現代日本のエネルギー問題に経済地理学からアプローチするた
めの方法的視座を検討することである。東日本大掟災とそれに伴う東京電力福島第 1原
子力発電所の苛酷事故に匝面して． 日本のエネルギーシステムは．大規模集中型エネル
ギーシステムから小規模分散型のそれへの転換を余儀されている。本稿は．そのシステ
ム転換をめぐるi義論にコミットし寄与する試みの 1つである。そこで本稿では第 1に
日本の資源論の再評価を試みた佐藤 (20ll) と「国土利用の思想」（石井.2007), 第2
に環境経済学における日本のエネルギーシステム・戦略をめぐる議論（植田・梶山編著．
20ll)の研究菩租を取り上げて．現代日本のエネルギー問題とシステム転換への示唆や
意義を検討した。
その結果おおよそ次のことが明らかとなった。まず．資源論の再評価を試みた佐藤
(20ll)は現代日本のエネルギーをめぐる問題が資源問題として捉えられること，ま
た「働きかけの対象の可能性の束」という資源概念を駆使して．地球温暖化問題が深刻
化する現在我々が可能性の束としての自然にある，新たな資源を発掘し利活用せざる
を得ないことを示した。現段階のエネルギー問題は，再生不可能な化石燃料の確保問題
ではなく．再生可能エネルギーをいかに利用していくか．にこそある。佐藤の「可能性
の束」のうち「環境価値」に済目したのは石井 (2007)である。彼は．人間存在の基礎
や住民の人間的成長の全面的開花に役立つ機能をこそ．望ましい国土利用の基準とすべ
きである， と主張した。
環境経済学における日本のエネルギーシステム・戦略をめぐる議論では．梶山 (20ll)
は， 日本のエネルギーシステムが依然として 20世紀パラダイムに留まっており， 日本
のエネルギー戦略ではヨーロッパ先進国においては標準化している．地球温暖化問題へ
の対応が主要な課題になっていないことを明らかにした。 21世紀パラダイムの照応し
たエネルギーシステムを構想するために．植田 (20ll)は．「生命と安全」，「エネルギー
消費を削減する分かち合い経済」．「小規模分散型エネルギーシステム」，そして「電力
の質を考慮した電力の需給調整するシステム」という.4つの要素を考慮するエネルギー
コンセプトを提起・検討した。また，エネルギーシステムを再設計するために．「持続
可能性」， 9世代間衡平• 世代間倫理」，「持続可能な地域再生」の 3つの原理を提起・検
討した。資源論の再評価をめぐる議論から導かれた成果を含めて．今後における日本の
エネルギーシステムの転換を考える上で，いずれも有意義な議論である。
キーワード：日本のエネルギーシステム．資源論の再評価．可能性の束，環境価値．持
続可能性
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1. はじめに
1ー1.問題意識
歴史にはいくつかの節目がある。ここ 30年でみても，バブル経済とその破綻，阪神淡路大
震災，同時多発テロ，そして世界金融危機などなど，数年に一度に繰り返される節目に直面し
てきた。その度に， 日本の近代とまではいかなくても，戦後の日本における「経済成長」とい
う名の下で，我々が積み上げてきた現実とそれを支えるために作り上げられてきた社会的諸制
度・システムを問い直す必要があることを感じてきたのは，筆者だけではないだろう。その中
にあって， 2011年の東日本大霙災とそれに伴う東京電力福島第一原子力発電所の苛酷事故（以
下. F 1苛酷事故）は，筆者にとっては超弩級の歴史の節目であるように思われた。
津波による未曾有の大災害もショッキングであったが，それ以上にF1苛酷事故は上述した
歴史の節目に関する議論で言えば「最後通牒」を突き付けられた思いであり，ショッキングな
どという言葉では表現できない「恐ろしさ」すら感じた。「経済成長」の名の下で積み上げて
きた現実の象徴である原子力発電所（以下，原発）とそれを作り上げてきた社会的諸制度とシ
ステムが，脆くも潰えさった。 F1苛酷事故に直面して，「原発依存」が砂上の楼閣であるこ
とが明らかになったことは言うまでもないがそれ以上に改めて生命と安全の大切さ，そし
て自然の絶対性を感じずにはいられなかった。
筆者がこれまでの自らの研究史も顧みずに，エネルギーの問題というか，これからのエネル
ギーのあり方について研究しようと考え始めたのは，その後，時間を見つけては大震災と F1 
苛酷事故をめぐる言説をただただ闇雲に追いかけていた末の，震災から 1年後のことである (1)。
筆者は， これまで製造業を中心として日本経済の地域構造を研究の中心に据えて取り組んでき
た。エネルギーの問題はその前提を作り上げていたにも関わらず，それまで単なる「前提」と
して不問にしていた。しかし，大震災と F1苛酷事故は， 日本のエネルギーシステムの大転換
が求められていることを明らかにした。太平洋ベルトヘの集中から首都圏一極集中へという高
度経済成長期から現在に至る日本経済の地域構造の骨格形成は，それがベースとしていた戦後
の独特のエネルギーシステムによるところが大である。遅まきながら戦後の日本経済・社会の
問い直しの機会を得たのだから，現在の地域構造の骨格形成を大きく導き，そしてそれまで不
問にしていた日本におけるエネルギーのあり方とその問題点を改めて研究してみようと考え
た。さらに言えば，その問題点を克服する，今後のあるべきエネルギーシステムヘの転換を展
望する研究に着手しようと考えた。
小稿は， このように新たな歩みを始めた初期における諸分野の研究蓄積からの学び，それを
通じて考えをめぐらした思考のプロセスの一端を覚書的に整理したものである。
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1-2. 学びのプロセスから今後の研究へ
前節のような再出発の地点に到達したとは言え．新たな研究分野において，何を学び． どの
ように研究を進めたらよいのか，皆目見当がつかないまま.6ヶ月を過ぎたあたりから，上記
の問題意識に基づいた研究に向かって．その糸口が少し掴めるようになった。
糸口として考えたのは，大きくは次の 2点である。すなわち．第 1にエネルギー問題の基礎
の学び直しから見えてきた方向性であり．第2に箪者の専門とする経済地理学の立脚点をめぐ
る問題である。以下．自らの思索回路を整理する意味で．そして小稿における展開の導きの糸
にするという意味を込めて，この2つの糸口を今しばらく紐解いてみたい。
第1の糸口は．現代日本のエネルギー問題を基礎から学び直そうということであった。さす
がに．未知の研究対象に立ち向かい．その中で新たな方向性を見出すには．「ズブの素人」ま
まに踏み込むのは，いくらなんでも無謀すぎると思われたからである。なかでも，震災やそれ
に伴って発生した原発事故をめぐる多くの言説を追いかける中で．エネルギーをめぐる問題．
特に原発や再生可能エネルギー（以下．再エネ）をめぐる問題に関する言説において．十分に
読みこなすことができない場面に遭遇することが少なくなかった。そのためにも．基礎をきち
んと学ぶとともに，その後の学ぶべき方向や視点を明確にしていくこととした。
エネルギー問題の基礎に関連する文献研究をする中で，辿り着いたのが植田・梶山編著(2011)
であった。この研究は震災直後に．当時の民主党政権の菅首相の下で， F 1苛酷事故を受けて
急遠組織化された研究会による．まさに書名通りの成果である。その設立経緯と時期が，そ
して「エネルギーを国民の手の取り戻せ」という執筆陣の思いが．箪者の出発点とする上では，
あまりにもタイムリーであり手にしたときには驚いたくらいである。これを出発点として，
原発やエネルギーシステム．さらに再エネをめぐる問題へと，箪者の問題意識はさらに広がっ
ていった。小稿の第3章はその一端の整理とそこから見出されて課題の導出である。
糸口の第2は，研究のベースとしている経済地理学に，少なくとも箪者自らが関わってきた
研究に立脚点を見出せないか． ということであった。いかに新しい研究対象に立ち向かい．そ
の研究の方向性を見出すと言っても，専門とする経済地理学に，かれこれ40年以上にわたっ
て関わってきた。そのベースを活かさないことは考えられない。できれば錐者自身が関わっ
てきた研究の成果の中に立脚点を見出したい． という思いがあった。
この第2の糸口である経済地理学の立脚点に関わる論点は．さらに大きくは次の2つに別れ
る。 1 つ目は．経済地理学の大きな学問的な財産の 1 つである資源論• 国土利用論をめぐる論
点である。 2つ目は．筆者自らの従来における研究との接点に関わる論点である。
エネルギーをめぐる問題に新たに踏み出して間もなく．当該諸分野における研究や言説の中
には．経済地理学であれば．資源論• 国士利用論に関わるものが少なからずあることに．箪者
も気がついていた。後に詳述するように．経済地理学における資源論• 国土利用論の多くは，
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単にその時々の資源利用や国土利用を解明するだけでなく，その現状を踏まえて，現状に芋ん
でいる問題を批判的に検討する視角と論点を提示する，言わば過去や現状に対する批判の学で
もあった。また，個別的に専門分化した研究が見落としがちである分野相観的な論点や，学際
的な論点さらに言えば総合的な観点から見えてくる論点などを常に提示し続けてきていた。
そうした成果はわかっていたつもりであったがその時々の現状をめぐる問題からどこまで抜
け出せているのか， ましてや大震災以降において求められている種々のシステム転換をめぐる
議論にどこまでアプローチが可能なのかについて，筆者は自信が持てないというか，実はその
意義を十分に理解していなかったのである。
そうした状況を一気に吹き飛ばしてくれたのが，佐藤 (20ll)であった。著者名には思い当
たるものがなかったがその書名には思い当たることがあった。著者には全く失礼な話しであ
るがその著書に出会ったときの感想は，全く「あらぬ方向」から刺激的な本が飛び込んでき
た， といったところであった。まさに，「灯台もと暗し」である。佐藤は，その著書によれば，
「東南アジア， とくにタイを主たる調在地としてきた」 (p.ii)東南アジア地域研究を専門とす
る研究者である。筆者が著者名には思い当たらなかったのも当然である。佐藤の著書は，箪者
が経済地理学の 1つの財産である資源論や国土利用論に対して自信が持てないでいたこと，そ
の意義を十分に理解していなかったことに，まさに 1つの回答を用意するとともに，今後の研
究の 1つの方向性を指し示していた。筆者は，この佐藤 (20ll) を介して，経済地理学おける
資源論や国士利用論を改めて読み直すこととなった。恥ずかしいような回り道であった。なか
でも，明治大学地理学教室の大先輩である石井先生のご研究（なかでも，石井 (2007)) を振
り返らないわけにいかなくなる。
経済地理学の立脚点に関わる第2の糸口の2つ目は，筆者の従来における研究との接点に関
わる論点である。箪者は工業の経済地理学的研究を専門としている。 1990年代前半までは，
自動車産業や電機・電子産業の地域構造，当該産業が卓越する工業地域研究を主たる活動分野
としてきた。ドイツでの在外研究から帰国した 1990年代後半以降には，産業集積，なかでも
非大都市圏における工業集積の再構築に向けた中小零細企業群による社会的環境（非経済（取
引））ネットワーク形成の意義について関心をもって，その理論的な解明と各地における事例
研究を進めていた。特に，工業集積を構成する種々のアクターによって実践されている非経済
（取引）的なネットワーク化による地域的な「学習」の意義に焦点を当てていた（松橋，
2002 : 2005a, b : 2006 ; MA TSUHASHI, 2005 ; 山本• 松橋 1999:末吉• 松橋， 2005)。
この問題意識から上述した課題群に対して継続的にアプローチすることができるのであれ
ば，新たな研究対象に最もスムースに移行が可能となると思われた。
ここでも，当初の予想を上回る「出会い」があった。 1つは諸富 (2009) との出会いである。
地域再生の新たなアプローチを扱ったこの著書では地域再生の実践とそれを捉える視角にお
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いて「学習」がキーワードとなっていた。しかも，学習を捉える視角の議論では，英語圏の経
済地理学における産業集積研究の成果との研究上の「会話」が大きなエポックとなって，キー
ワードヘと旋回する。考えてみれば筆者が取り組んでいた工業集積の再構築に向けたネット
ワーク形成は，研究上の大きな括りでみると地域再生の一環であり，その各論に相当する部分
である。しかも産業の再構築は地域再生の重要なファクターでもある。したがって，当たり前
と言えばそれまでだが，その出会いには多くの「目から鱗」の話しが満載であった。
もう lつは，再エネの普及への取り組み，さらにこれを大きく捉えれば環境・エネルギー問
題への地域的な取り組みにおける「学習」に着目した研究である。この分野では，まちづくり・
地域づくりにおける地域的学習組織から地域的学習プロセスを経由して，その学習の地域的な
成呆に至るまで実に多様なアプローチに基づく研究の菩積が生み出されていた。これには，「エ
ネルギー自治」（諸富 2013a: 2013b : 2015b)や「コミュニテイパワー」（飯田哲也・環境工
ネルギー政策研究所編， 2014), 「再生可能エネルギーの地域ガバナンス」（八木信一， 2015)
などキーワードとメッセージこそ多様であるが，いずれの研究でも「学習」が重要な要素とし
て含まれていた。また，「学習」という用語こそ使ってはいなくても，住民の話し合い・協カ・
連携などの内容をみていくと， ここで使用している「学習」と事実上同じ内容• 実践が描かれ
ているケースが少なからず見かけられた（例えば，田畑， 2014など）。これらの研究のいくつ
かにも触れられていたこと（例えば，八木信一， 2015など）であり，文献研究を進めながら
思い出したことであるが， 日本における環境・エネルギー問題への地域による主体的な取り組
みや運動の源流の 1つとして，かつて 1960-1970年代にかけての公害学習から環境教育への
動きや，地域開発反対運動の流れが脈々と受け継がれ，息づいているということである。地域
住民による主体的な「学習」についてはこちらの動きの方がずっと大先紐なわけであった。
と同時に，箪者が，工業集積の再構築に向けた中小零細企業群による非経済（取引）ネットワー
ク化と，なかでも経済地理学の中であまり注目されることのない，その下での種々のアクター
によって実践されている地域的な「学習」の側面に何故に引き付けられていたのか，ここに至っ
て， ようやく理解できた(2)。意外な見つけものであった。
以上の問題意識と学びのプロセスを踏まえて，本稿では以上の糸口のうち，前二者につい
て，専攻諸分野の研究蓄積から得られた成果の一端を明らかにするとともに現段階における
その気づきと今後の研究の方向性とを覚書的に記すことにする。以下では，上述した糸口の議
論とは若干順序は異なるが，次のように論を進める。まず第2の糸口に関しては，経済地理学
における資源論• 国土利用論の見直すきっかけを準備してくれた佐藤 (20ll)の示唆に富む論
点のうち，現段階の日本のエネルギー問題とこれを乗り越えていくための論点を整理するとと
もに，資源論からの最近の成果である石井 (2007)の「国土利用の思想」が示唆する論点につ
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いて整理していく（第2章）。続いて，第 1の糸口を提供してくれた，環境経済学の成果の 1
つである植田・梶山編著 (2011)から，主にエネルギーコンセプト，エネルギー戦略，エネル
ギーシステムの転換などに着目して，現段階における日本のエネルギー問題の根本にある論点
について整理を試みた（第3章）。そして，この 2つの糸口から導かれた課題を，この段階ま
でのそれとして整理することとする（第4章）。なお，紙数の都合から，第 1の糸口から派生
する問題群や，第2の糸口の後半部分，すなわち「学習」に着目した研究の学びの過程で出会っ
た著書の論点整理と，再エネをめぐる地域的な動向• 取り組みに注目した研究のフォローにつ
いては，別稿に譲ることとする。
2. 資源論の再評価と国土利用論の現代的意義
冒頭でも触れたように，エネルギーをめぐる問題の分野に新たに踏み出していくにあたり，
経済地理学では資源論• 国土利用論の確認が必須であることについては，筆者も気がついてい
た。第 1 に，資源論• 国土利用論の多くは過去や現状に対する批判の学であり，現状とその背
後にある問題を批判的に捉える視角を提示していた。筆者は，エネルギー問題の研究を始める
にあたり，現状のシステム転換が必要であり，そのためには戦後の経済成長のためにつくり出
されてきたシステムの批判的な検討が必須である，と考えていたからである。
第 2 に，資源論• 国土利用論の研究蓄積の中に見出される，分野相観的で学際的な観点の必
要性である。今日の地球環境問題への対応を前提とする現段階のエネルギー問題にアプローチ
するには個別専門分化した従来の研究体制では，解明が十全に進まないだけでなく，長期の
ヴィジョンが提示できないのではないか， という危惧があったからである。
そうした観点に対する意義を認めつつも，大農災以降に求められている種々のシステム転換
をめぐる議論に対して，資源論• 国土利用論の成果によってどこまでアプローチが可能なのか
について，筆者は確信が持てないでいた。そのために，冒頭で触れたように，第1の糸口であ
ると想定したエネルギー問題の基礎を学ぶことに当初，没頭していた。
そうした状況を一気に吹き飛ばしてくれたのが，佐藤 (2011)であった。この著書は，確信
が持てないでいた，経済地理学の 1つの財産である資源論にエールを送るにとどまらず，その
知の在り方を歴史的に，かつ歴史文脈的に位置づけることによって，それを現代的な文脈の中
に蘇らせる努力の結晶であった。さらに箪者には，東日本大鹿災の「ショック」を，戦後史の
中で捉え直す上でも，非常に示唆に富む内容であった。そこでは，単なるエネルギー問題をど
う捉えるかではなく，今後のエネルギー利活用や地球環境問題に対応していくための基層とし
ての思想に光が当てられていた。第 1の糸口を紐解く前に， どうしても押さえておきたいと考
えた所以である。
本章では，本研究における第2の糸口である経済地理学の立脚点に関わる論点のうち，資源
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論•国土利用論に関わるそれを扱う。まず，資源論の成果を見直すきっかけを準備した佐藤
(2011)の示唆に富む論点のうち，現段階の日本のエネルギー問題とこれを乗り越えていくた
めの論点を整理する（第 1 節）。後半では資源論• 国土利用論が示唆してきた論点について，
石井 (2007)の「国土保全の思想」から，現段階のエネルギー問題にアプローチするにあたっ
て重要なメッセージを整理する（第2節）。
2-1. 資源論の再評価とその現代的意義
(1) 佐藤 (2011)の研究モチーフと全体像
関連する論点整理に入る前に， まず佐藤 (2011)の研究モチーフと全体像について，簡単に
触れておく。
佐藤の問題意識は，大きく捉えれば「資源」めぐる言説を軸にして日本の近現代史に新た
な見方を提示することである。「資源」への着目は，「資源に関する考え方をたどると，それぞ
れの時代に日本人が求めた国の方向性，国土のあるべき姿が透けて見えてくる。そして，それ
を下支えしていた知の在り方が見えてくる」（佐藤， 2011: i. 以下，同書からの引用は，頁
数のみを記す）からである， という。この問題意識から本書では，「その時々の時代の文脈の
中で形成された日本人の資源観そのもの」（同上）に関して，明治末期のその始まりから高度
成長前期までの時代的文脈と資源観に焦点を当てて追究されている。
その目的を包括的に表現すれば「日本人の資源に対する考え方を振り返り，その問い直し
の歴史をたどりながら，これからの日本の資源と国土を展望する」（同上）ことである。佐藤は，
この目的の含意について「持続可能性と環境問題の根底に資源問題が横たわっていること，そ
して今日の資源観を支配している『原料・エネルギー確保』とは違った，他の有望な考え方が
過去の日本で模索されていたという単純な事実である」（同上），と述べる。また別の場面では，
「従来バラバラに論じられていたテーマを『資源』という糸で横につないで見せた」ことであり，
「先人の努力があったにもかかわらず忘れられて，今日につながる糸が切れかかっている領域
に光を当て」，「誰もが見過ごしている過去の知を掘り起こして現代の問題関心といわば縦につ
ないで見せること」 (ii)であったとしている。
その遠慮がちな表明にもかかわらず，その含意からもわかるように現代における「持続可
能性の問題」の根底には「資源利用の在り方の問題」があることその問題まで論点を掘り下
げないと，「いかなる『解決』も表面的なものにとどまってしまう」 (iv). だからこそ，そこ
での議論が「持続可能性をめぐる現在進行形の論争に貢献するための確かな士台」（同上）に
なる， と佐藤は述べる。
そのためのアプローチとして佐藤は．「『資源』の概念をそれぞれの時代を特徴付ける日本
社会のテーマとセットにして追いかけ」 (ii) る。そこには，佐藤の次のような確信がある。
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すなわち，「歴史こそ最も実践的なアイデイアの水脈で」 (ii)あり，「過去に実践されたこと（し
かし今となってはほとんど忘れられたこと）や，特定の時代的文脈の中で実際に構想されたこ
と（でも実際には選ばれなかった選択肢）に，今日の問題関心からもう一度光を当てるから」（同
上）であり，「時代状況は違っても，新たな政策を構想するときに現実の諸制約の中で実際に
試されたアイデイアほど頼りになる出発点はない」（同上）という確信である。
とは言え，研究のプロセスは決して平板ではなかった。というのも，「資源論」が「確固た
る学問分野として存在したわけでもない」 (iv)からである。そこで，佐藤がとった研究戦略は，
「まだ資源という言葉が珍しかった昭和初期の頃までは，『資源』の背後にある考え方を拾い出
す」 (V)一方で，資源という用語が普及しはじめる戦中以降に関しては「資源を単なる原料
としてではなく， 自然の中のある働きかけの対象として広く位骰づけようとした人びとの言動
を追いかける」ことだったとしている。
同じく研究戦略に関わることであるが，本書は素材として「上からの視点」 (vii) を再検討
の俎上にのせている。資源をめぐる「知の枠組みに権威を与えてきたのが政府とその周辺にい
る専門家たちだった」（同上）のであり， 日本における「資源」はそもそも「国家が近代的な
装いを整える過程で初めて普及し，権威づけられた概念」（同上）であったからである。「草の
根（ローカル）的な視点をあえて脇に置き」（同上）と佐藤ば慎重な言い回しをしているが，
その取り上げられた素材については， H的やそのアプローチとの関係からみて違和感は感じら
れない。
また，佐藤は「『上からの目線』＝『悪』」 (ix)と一方的に断じることはしていない。確かに，
「政府による資源の動員」は，戦前・戦中の国家総動貝体制のように「暴力的な側面」がある。
その一方で，「自然の富を国民の福祉に転換しようとした政治家や官僚も少なからず存在した
し」（同上），「国益を前面に出して人間を後回しにする思想に対して最も強力に批判してきた
のは，政府と近い関係にあった資源論の担い手たちであった」 (X)からである。そして，「環
境保護の名の下に国家権力による民衆への介入を増している今B,現場への押しつけではない，
新しい統合の理念として資源論を再評価してみる価値があるのではないか」（同上）と，資源
論の再評価の意義が語られる。
このような準備の上で，本書は次のように展開されている。まず序章「資源問題とは何か」
では，資源論の成果と向き合い，資源に着Hすることの意義と重要性，その奥行きと広がりが
再評価される。
続く 3つの章では，その時々の時代的文脈の中で資源概念の変遷が捉えられる。第2章「国
家的課題としての資源」では，「資源の有限性」が政府によって意識化され，資源が国家にとっ
ての「問題」として浮J:する経緯が戦前から戦後にかけて跡づけられる。第3章「資源調査
会という実験」では，「それまで軍事力と結びつけられていた資源が，初めて国民全体を対象
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とした政策理念として位置づけた資源調査会の足跡」 (xiv)をたどる。第4章「『もたざる国』
の資源放棄」では，資源が外交課題として顕在化する戦前の背景と，戦後になり資源政策が原
科政策に矮小化され．国内資源が放棄されていく過程が論じられる。
時代的文脈における資源概念の変遷を扱った章を受けて．第5章「資源論の離陸（テイクオ
フ）」では．資源が学問の対象となる経緯が主要な研究者の議論に即して整理されるとともに．
資源論が何故に根付かなかったが考察される。終章「可能性としての資源」では．本書の検討
の中でを通じて「浮かび上がるメッセージ」が整理される。
(2) 現代的意義
ここでは，資源論の諸成果を現代的文脈に蘇らせよる佐藤の論点・示唆を追跡する。
まず，佐藤の卓見は，それぞれ時代の画期には「資源問題」が背景にあることさらに言え
ば時代や社会の変わり目・画期を成す問題の根底には資源問題が横たわっていることを見抜い
た点である。資源に関する考え方をフォローすることによって，本書は， 日本の近現代史の一
側面が見事に描いてみせてくれた。そのこともさることながら， 1990年以降における持続可
能性や地球規模の環境問題といった現代が抱える諸問題の根底にもその問題が伏在すること
を示唆している。 Fl苛酷事故後における日本社会が置かれた状況を，「資源問題」というター
ムで示されたことは，実に新鮮であった叫しかも，著者は 3.1以前に，すでに現代の諸問
題の根底にあるものを見抜いていたのである。
次いで，佐藤は資源論を再評価する。すなわち，上述の視点と視野を切り拓くために基礎と
なっているのが資源論という「知の系譜」であった， と。序章の冒頭において佐藤は， 日本独
自の資源論の系譜があったことの示唆から始める (4)。世界の資源問題も地球規模の環境問題も，
結局は足下の国や地域などの小さなスケールから解決に向けた行動を開始しなくてはない。「こ
の原点をしっかりと見据えて，資源問題を豊かに捉える取り組みの歴史」 (2)があった。それ
は「森や河川をバラバラに扱うのではな<. 『資源』として共通の座標軸から捉えようとする
知の系譜」（同上），すなわち資源論の系譜であった， と佐藤は捉えている。
資源論の系譜を「自然の構成要素をひとまとめに『資源』と捉え，その将来の可能性を見出
そうとした人々の考え方」 (3)であった， と佐藤は見立ている。そこでは，要素ごとにバラバ
ラに個別的に捉えるのではなく，自然の一体性に着目していることがわかる。したがって， 自
らが注目した「資源」について，「個別有用物の相互関係，そして，それらの利用と保全の相
互関係を捉える場」 (2) と捉えている。一体としての自然の諸要素の，さらにはその利用と保
全の「相互関係」性に着目していることを，佐藤は見抜いている。その延長として「資源論」
を「資源を単なる原料と見なさず， 自然の一部と見なし，社会生活の長期的向上のためにその
利用の在り方を議論する場」であるとしている。「資源」を「捉える場」，「資源論」を「議論
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の場」として「場の概念」で捉えようとするのは．「資源」が学際的な研究対象であること．「資
源論」が過度な分業によって掴みにくくなった全体像を新しい統合の理念として再構築したい
からであった， と佐藤は捉える。こうした資源論の系譜における資源保全についても，「それ
自体が1つの思想であり，社会変革の構想である」 (xi-xii), 「社会の方向性や在り方に深い
レベルで関わる知の領域である」 (xi) とまで，佐藤は高く評価する。
その資源論の成果を現代に蘇らせた 1つが．「働きかけの対象となる可能性の束」 (17) とす
る佐藤の資源概念である。これは，石井 (1965)による「資源とは自然によって与えられる
有用物で，何らかの人間労働が加えられることによって，生産力の一要素となりうるもの」と
いう定義(5)にヒントを得てアレンジしたもの， と佐藤は示唆している。佐藤の卓見は，石井の
定義のうち，「なりうる」に力点を置いて，資源論の成果を蘇らせたことである。「『資源』は
人間社会からの働きかけを受けて初めて有用性を発揮する。しかし，働きかけの対象が自然物
である以上，可能性は自然界の制約の中で追求しなくてはいけない。『可能性は複数開かれて
いるものの．無限ではない』という意味を込めて『束』を用いた」（同上）と説明されている。
別の箇所では．この資源概念は，「人間の生産活動が最終的には有限な自然に依拠している
という謙虚さをもたらしてくれる。それだけではない。過度な分業によって全体像が掴みにく
くなった今日の文明を鳥厳する視座を与え．自然の枠の中でも人間の想像力によって十分な豊
かさを享受できるという希望を私たちにもたらす」 (xi) とも述べられる。前半は自然への畏
敬と「謙虚さ」に関わっているのに対して，後半はまず現代の文明を「鳥諏する視座」．つま
り「新たな統合の理念」の提供に関わる。「新たな統合の理念」が「新たな希望」をもたらす，
と連なる。換言すれば， この資源概念は「個別の資源の保全や利用の在り方にとどまらず，人
間社会の『豊かさ』を再考させる奥行きを持った概念である」 (V)と，まさに現代にもその「可
能性」が開かれた概念として提起されている。現代社会の「豊かさ」の再考を通じて，資源問
題としての現代のエネルギー問題に対して「新たな統合の理念」をいかに提示できるのかが問
われることとなる。
佐藤の論点・示唆を続ける。佐藤は，資源論を正面から扱った第5章において，資源論の底
流にある「共通項」として，「社会問題としての資源問題」と「場の特殊性を重視する方法論」，
「国民に語りかける民衆重視の思想」の 3点を指摘する (205-211)。ここで言う共通項とは，「底
流に」という表現からもわかるように，最大公約数的なものではなく，むしろ「『総合』とい
う曖昧な理念が調杏研究の領域で具体的な形をとった結果，資源論の特徴として立ち現れた要
素」 (212)である， と佐藤は捉える。ここでは，後の二者について言及しておく。
まず「場の特殊性を重視する方法論」における「特殊性」について，資源論では「資源の物
理的な特殊性」に限定されるものではなく，「地域に応じた社会状況の特殊性」や「生産手段
や人口密度といった地理的条件」， さらには「制度や慣習などの社会的要因」も含み踏まえて
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いた (208), と佐藤は指摘している。この指摘は，現在の地域分散型の再エネの利活用やそれ
による地域再生を捉えていく上でも，実に示唆に富んでいる。
「国民に語りかける民衆重視の思想」では，佐藤は，「資源論が社会の民主化に資する道具で
あるとすれば，資源論の作られ方そのものが民主的な方法によらなければならない。そして，
調査の「成果を現場に返す』努力も，資源論を持続的なものにするために不可欠の要素」であっ
た， と指摘する。既に述べたように策者は再エネの利活用における住民の「学習」に着目して
いる。佐藤の指摘した「作られ方」に関する問題提起は，この学習過程への示唆を含んでいる。
すなわち，学習主体の再エネ利活用の「作り方」のそれであるとともにその活動を研究対象
とする研究者の関わり方のそれでもある。現下における再エネの活用についても最終的には
住民• 国民の支持に裏付けられる必要がある。
最後に，これまでに取り上げられなかったが，佐藤のメッセージとして興味深い論点をいく
つか拾い上げておく。まず，「再びクローズアップされつつある資源問題のために」 (214), 佐
藤は「文脈とともに変化をとげる資源の社会的性質を長期的，かつ開かれた視点で捉えるため
の新しい資源論を考えなくてはならない」 (215) として，「学問が現場の問題を社会に対して
切実に指し示すことを忘れて一人歩きしてしまわないように，資源の開発• 利用が行われてい
る現場の生の情報を政策に送り込む回路を資源論に組み込まなければならない」（同上）と
する。その具体化に関しては必ずしも明示的ではないが，「変化する資源」を「長期的，かつ
開かれた視点で捉える」ことの必要性は，現代のエネルギーをめぐる問題を捉える視角として
有効である。地球温暖化問題への対応と持続可能な発展の両方を視野に入れて歩まざるを得な
い我々は，その「対応」と「発展」とに同時に対処できる可能性を秘めた，再生可能な自然エ
ネルギーの利活用に着手し始めた。その「対応」が必要となる事態を引き起こした根本的な原
因であり，その「発展」を困難にしているのは，産業革命以降に依存してきた枯渇性資源・エ
ネルギーであることを，我々は知った。枯渇性資源から再生可能な資源に依拠する再エネヘ，
まさに「変化する資源」であり，それを今こそ「長期的，かつ開かれた視点で捉える」ことが
求められている。枯渇性資源の利用にあぐらをかいている既得権益を追認する方向で「逆流」
が始まっている現在，「現場の生の情報を政策に送り込む回路」もますます重要となろう。
資源の利用・保全をめぐる階級性を重視した資源論の成果を踏まえた「資源をめぐる権力の
問題」に対する佐藤の提起も興味深い。この提起は，言うまでもなく「働きかけを効果的に行
う人々に便益が偏る」（同上）ことを見抜いてのことである。新しい資源論は，「自然の資源化
の「バランスに配慮」するとともに，「権力の分布に敏感でなくてはならない」（同上）。「上か
らの目線で全体のバランスをみながらも，はっきりと弱者の視点を持たなくてはならない」（同
上）。このように佐藤は，資源をめぐる独自な諸配慮とともに，「政治的な発言力に乏しい」弱
者への視点を忘れない。この視点は，地方の疲弊の中で，再エネの利活用によって地方を食い
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物しようとする大都市圏資本に対して，小さいながらも立ち上がる地域主体による再エネの利
活用に関して活かしていかなければならない。
最後に，「学問的な方法論の課題」に関する佐藤の提起を取り上げる。佐藤は，「将来の資源
問題は，今日，議論されている持続可能性の問題に象徴されるように，人類に不可逆的な進路
を強いることになるだろう」 (216) とした上で，そこでの方法論として再考を促す。すなわち，
今日の実証社会科学の文化である「量的な多さを持って説得力の指標としてはならない」（同上）
ことを提案している。なぜなら，「十分な数の事例が揃うころにはもはや取り返しのつかなく
なっている可能性」（同上）があるからだ。必要となるのは，「小さな部分のつながりから大き
な変化の徴候を」捉える「一般化の方法」であり，「そこで得られた知見を裾野の広い公共活
動に結びつける道筋を立てる知の枠組みである」（同上）としている。佐藤の主張は，純粋に
学問的方法論に関する装いをまとっている。とは言え，今はまだ小さな芽であってもそのつ
ながりから大きな変化の徴候＝持続可能性の問題を捉え，その得られた知見を公共活動に結び
つけるプロセスを見出すような「知の枠組」という示唆は， トランプ政権による「パリ協定」
離脱はもちろんのこと，既得権益層による種々の「逆襲」が進められつつある中で，十分に味
わって見る必要のある問題提起である。
以上の展開から見えてくることは，佐藤の思考の懐の広さと柔軟性である。その意義は多方
面にわたっており，個別の論点にとどまらない，視野の広さと将来への射程を有している。歴
史の掘り起こしや日本の近現代史の見直しにとどまることなく，現代における持続可能性と環
境問題への提起が内包されている。その考察の過程で随所に見出される「知の在り方」「知の
系譜」への鋭いまなざしである。資源論を単に現代に蘇らせるだけでなく，将来へと開かれた
「知の系譜」を展望している。
2-2. 国土利用の思想
本節では，石井 (2007)における重要なメッセージである「国土保全の思想」を取り上げる。
石井は佐藤によって再評価の対象となった資源論に，戦後長らく携わってきた地理学者の一人
である。本書は．「まえがき」にもあるように．「国土保全の思想」の提案（序論と第V部）と，
そこに到達するまでに著者がたどった 60余年にわたる研究史の途上で生み出された研究の成
果（第 I部～第W部）から構成されている。したがって，全体をフォローするのは．紙幅の関
係からだけでなく，本稿の視角からみて実際的ではない。本節では，「国土保全の思想」に焦
点を当てて．石井の主張する論点をかいつまんで整理するに留める。
(1) 石井の問題意識
石井が「国士保全の思想」(6)という基本理念を提案するに至った経緯には， さすがに 60余年
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の研究生活の実績があるだけに，幾重にもいろいろな要素が折り重なっている。その中から重
要な「想い」，問題意識を抜き出すとすれば次のようになるだろうか。
まず，根底にある「想い」は，同書の冒頭にもあるように「日本の国土利用のあり方は，一
体これで良いのだろうか」（石井， 2007: 1.以下，同書からの引用は，頁数のみを記す）とい
うことである。高度経済成長以降における「経済成長と利益の極大化を志向する経済優先主義」
(ii)を基本として形成されてきた国土利用のあり方は，戦後間もなくに資源調査会に勤務して，
敗戦後の日本の新たな国土（上記の経済優先主義とは異なる）のあり方を模索した経験のある
資源論研究者の一人として， まさに冊泥たる想いがあったものと推察される。ましてや近年で
はそれを反省するわけでもなく，これをさらに推し進めて，「市場の競争原理に任せる以外
にグローバル化の情勢下で生き残る道はない， と主張する自由放任主義思想の横行する」 (2)
始末である。石井の基本的な問題意識は， この経済優先主義と，近年のグローバル化の潮流に
乗っかった国土のあり方を遅くなったとは言え，「根本的に見直し，新しい国土政策が目指
すべき基本的な目標を，本気になって考えるべき時機」（同上）が来ているのではないかとい
うことである。
この問題意識は，別の箇所で，さらに分節化された形で展開される。
その 1つが，上記の経済主義を増幅させる上で重要な役割を果たしたと思われる「科学技術
の“おごり”」 (5)への危惧である。すなわち「自然の力というものへの歴史的畏敬感覚の欠如」
（同上）である。石井が挙げている次の一例は， Fl苛酷事故を引き起こした原発開発とその「安
全神話」をつくり出してきた「科学的合理主義」の恐ろしさを既に見抜いていたしか思えない。
すなわち，「未知の部分への恐怖感覚に対してむしろ軽蔑の姿勢を示しながら，自然力の持つ
潜在的危険性をある種の確率論的自然観に置き換えることによって，新鋭の大型技術手段に
よって充分に処理可能だと過信してしまうような歴史的環境観の欠如した合理主義の怖さ」
(5-6) を石井は挙げている。
こうした姿勢について石井は「決して近代的科学技術を頭から否定したり，近代化路線を拒
否しようとしている」 (6)わけではないとする。問題は，「欧米先進国の科学技術の先端部分
だけを輸入して事足れりとするような拙速主義的な近代化」（同上）にあるとする。つまり，
「西欧近代の根元に脈々と受継がれている手工業部門を担う職能技術養成の親方（マイスター）
制度一つをみても，近代化日本における健全な批判精神の欠如した拙速性を思わざるを得ない」
（同上）と。
第2に，経済優先主義と科学技術万能主義への過信に基づいた国土のあり方に対して，これ
を護り保全するはずの主体性の側の問題にも，石井は目を向ける。結論を先取りすれば，次の
ような状況の中で，主体性はまだまだ弱体であることを心配する。すなわち，主体性の「基礎
的単位」は「地域住民のつくる共同社会（コミュニティ）の人間生存空間」であり「その主体」
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は「地域住民それ自体」である。しかし，共同体の解体が進む中で，「新しい地域における開
かれた居住者共同体の成立は，都市でも農村でも，残念ながら行き悩んでいる」， と石井はみ
る叫
他方で，高度経済成長以降，「官僚機構を頂点とする利権集団や企業その他の利益集団が幅
を利かせ」．この「機能集団への従属の方」が優先され，居住地への帰属意識の醸成が思うに
任せず．「居住地空間の安全性や公共的便益（ベネフィット）」がないがしろにされていること
を危惧する (7)。地域住民の主体性は，ある意味では災害が起こる度に注目されるが，災害な
どの突発的な対応に「視野を限定せず」，長期にわたる環境保護や「自然を取り戻す運動」，「『持
続可能な発展』を目指しての町づくり・村づくりに目を向ける地域住民の成長こそ」が重要で
ある，と指摘する（同上）。この地域住民の期待される成長こそが，後述する「国土保全の思想」
の担い手育成の決め手だからである。
問題意識の第3では，石井は国土政策のあり方をめぐる「価値観」を問題とする。つまり「何
のために国土環境を護るのか」という問題である。ここでも，石井の基礎となっている経験は，
国土の利用・開発においてその経済的価値のみが優先されて，後述する「国土保全の思想」の
キー概念となる「環境的価値」の多くが無視・軽視されてきたという事実である。この価値観
の問題は，最終的には，国民による政治的な路線選択の問題となるが，石井は「経済成長」か
「環境保護」かといった二者択ーの思考ではなく，新しい価値観を構想し，その共有によって，
二者択ー的な思考の中で陥りがちな矛盾や対立を乗り越えることは可能になるはずである， と
みる。二者択ー的な思考を拒み，新しい価値観の構想・共有を通じて，従前の矛盾や対立を乗
り越えられるとする石井の思考は，上述した佐藤によって再評価された資源論の「知の系譜」
を初彿とさせる。
以上のような問題意識を踏まえて，最近の研究動向について一瞥して，石井は「私の求めて
いるような《国士保全の思想》の方向に視野が充分に向いているとは思われない」と不満を漏
らす。 1960年以降における「国土利用の諸課題に関する研究」や「各種公害問題」に関する
研究をはじめとして，その後の地球環境問題に関する研究，そして最近では「多くの専門分野
を含めた環境学の体系化の試み」 (4)が進められつつある。これに対して石井は，「新分野の
研究に水を差すようなことは」，「毛頭意図するものではない」（同上）としながらも，上記の
不満を漏らしている。なぜなら，「これらの研究に通底するはずの共通の前提として，将来に
向けての望ましい国土政策を樹立してゆくための基軸をなす，何らかの基本的な理念なり構想
なりを装備していくことが，個別研究にとっても必須の重要性」（同上）があるのではないか，
と石井はみる。ここにも，石井が長年続けてきた資源論研究者として抱き続けてきた，佐藤に
よって抽出された「研究の共通項」や「烏轍する視座」， さらに言えば「新たな統合の理念」
への構想を垣間見るようである。
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(2) 「資源のもたらす環境価値」
石井は，望ましい国土政策樹立のための基軸をなす，何らかの基本的な理念(=国土保全の
思想）を構想するにあたって， まず「国土自然との付き合い方の基本に立ち戻って考察が必要
である」， とする。その上で，そのキーとなる概念である「資源のもたらす環境価値」 (11) に
着目する。
石井は，「資源」を「人間にとっての自然の役割・機能のこと」（同上）とひとまず押さえた
上で， これを「資源の『環境価値』と表現」（同上）できるとする。この環境価値は「本来潜
在的には様々な可能性（もしくは危険性）を秘めている」 (336)とみる。潜在的可能性なので，
環境価値には自然景観が心理的癒し効果をもたらすなどプラスの側面がある反面で，その同
じ自然が災害を引き起こすなどマイナスの側面もある。また自然景観が観光の集客効果をも
たらすなど市場価値に乗る側面がある一方で， CO2などの産業の廃棄物で企業の採算ベースに
は乗らない，つまり市場価値に「乗らない」側面もある。後者は，市場価値には乗らないが，
社会的には資源の環境価値として無視できない。
このように，資源のもたらす環境価値は潜在的可能性を秘めながらも多様な側面を有して
いる。そうした多様な側面をもつ環境価値のうち，石井は「居住・就業・休養• 学習・日常消
費など人間としての生存に必須の基本的機能」 (11)など，市場価値から落ちこぼれるとしても，
人間にとって大切な環境的な諸機能を，「人間存在の基礎機能」(8)として重視する。
このようなお膳立ての上で，資源がもたらす多様な潜在的可能性のうち，「人間存在の基礎
機能」としての環境価値に基準を置いた「国土保全の思想」について次のように説明する す
なわち， これまでのように経済優先主義つまり市場的な経済価値を基準としていた国土利用の
あり方に代わるものとして，「私たち一人ひとりが人間存在として持つ潜在的可能性を全面的
展開させるために役立つ」 (ii). あるいは「住民の人間的成長の全面的開花に役立つ」 (11)
環境価値を優先的な基準とすべきであること，そして「この考え方をあくまで強固な意志を持っ
て貰くこと」である， と主張する。
ここからわかるように「国土保全の思想」における基準とすべき「資源のもたらす環境価値」
は，単純に経済優先主義や市場価値に対置されているわけではない。前者には，潜在的にいろ
いろな可能性が秘められているからである。その中から「人間存在の基礎機能」としての，「住
民の人間的成長の全面的開花に役立つ」環境価値の可能性を引き出していくのは，あくまで人
間の側に，つまり我々の社会の側にある。したがって石井は，本書の最後に残された課題を整
理するに中で，改めて「『資源のもたらす環境価値』こそが，これまでの『市場価値』に代わっ
て（少なくとも並行して）もっともっと尊重されるべき判断基準であると考える。そして，こ
うした『環境価値』基準の貰徹を主張できるのは，他ならぬ居住空間に住む住民の人びと自身
の自立性と政治的力量いかんにかかっている」 (336) と念を押している。
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このように，望ましい国土政策樹立のための基軸をなす，甚本的な理念である「国土保全の
思想」は，「資源のもたらす環境価値」に着目し，その多様な潜在的可能性のうち，市場価値
から落ちこほれるとしても，人間にとって大切な環境的な諸機能である「人間存在の基礎機能」
や「住民の人間的成長の全面的開花に役立つ」機能となる環境価値を優先的な基準とすべきで
ある， とする。石井による「国土保全の思想」は佐藤によって再評価された資源論の「知の系
譜•あり方」を1方彿とさせるものがあって，興味深い。また，それは具体的な国土像には言及
してはいないものの，首都圏一極集中が進む中で地方の疲弊が指摘され，ついには「地方消滅」
が言われ出した， 21世紀における日本の国土利用の現状を見るにつけ，我々が見失いかけて
いた価値基準を改めて考える上で，その素材を提供している。
また，佐藤による資源の再評価をめぐる議論とつなげてみると，いっそうの意義が浮かび上
がる。佐藤が，「現代社会の『豊かさ』の再考」と言うときの「再考の基準」や，その再考の
先にみる「新たな統合の理念」の基準を考える際に，「国土保全の思想」は 1つの価値基準を
示唆・提示してることに気づかされる。
3. 現段階における日本のエネルギー問題
本章では，本研究における第 1の糸口である植田・梶山編著 (2011)から現段階における日
本のエネルギー問題の根本にある論点を整理する
植田・梶山編著 (2011)は，本稿の冒頭でも触れたように東日本霙災の直後に菅首相の指示(9)
の下で， F 1過酷事故を受けて急遠，組織化された研究会による成果である。その設立経緯と
時期が，そして「エネルギーを国民の手の取り戻す」という執箪陣の思いが，箪者のその後の
出発点とする上では．あまりにもタイムリーであった。これを出発点として，原発やエネルギー
システムの転換， さらに再生可能エネルギーなどをめぐる問題へと，筆者の問題意識はさらに
広がっていった。
このような経緯を持つ本書のねらいは，東日本大震災後の日本における「真のエネルギー戦
略のあり方を提言」（植田・梶山編著： 2, 以下，同書からの引用は，頁数のみを記す）するこ
とである。そのために，その柱である再生可能エネルギー（以下，再エネ）とエネルギー消費
削減のそれぞれについて．「具体的なデータを駆使して，客観的・体系的に分析する」（同上）
としている。また，分析にあたっては， ドイツと比較すると， 日本における断片的な議論が浮
き彫りになるとして． ドイツにおける再エネ拡大のための諸政策，電力をめぐるシステム改革
などと日本におけるそれとを詳細に比較分析している (JO)。構成は次の通りであり．章タイ
トルのあとのカッコ内は執筆者である。
はじめに（植田和弘・ 梶山恵司）
第1章 エネルギーコンセプトの再構築（植田）
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第2章 「エネルギー基本計画」見直しの論点（梶山）
第3章 ドイツにみる再生可能エネルギー市場拡大の道筋（同上）
第4章 再生可能エネルギーの可能性とリアリティ（牛山泉•櫻井啓一郎）
第5章 エネルギー消費削減の可能性とリアリティ（梶山・歌川学・田中信一郎）
第6章 電カコストからエネルギー政策を考える（植田・大島堅ー・木村啓二）
第7章 再生可能エネルギー買い取り制度 (FIT)の費用と効果（梶山・竹濱朝美）
第8章 再生可能エネルギー導入のための電力自由化（高橋洋）
第9章 気候変動政策とエネルギー・経済政策の統合（一方井誠治）
第10章 エネルギー政策をいかに改革するか（田中）
第11章 エネルギーシステムの再設計（植田）
ここでは本書の章ごとの紹介などはせずに，ストレートに現段階における日本のエネルギー
問題をめぐる論点を整理する。
3-1. エネルギーコンセプトの再構築：エネルギーを国民の手に
全体に刺激的な論考が多い中で，植田による第 1章は，エネルギー問題に対する基本理念，
つまりエネルギーコンセプトの再構築に迫る。エネルギーに関しては全般に，各論に終始した
り，技術的で断片的な議論の多い中で，管見の限り， 日本のエネルギー問題全般を念頭に置い
てエネルギーコンセプトを具体的に展開した議論としては初めてではないかと考えられる。
日本のエネルギー問題を考えていく上で重要な含意を有しているので，少々長くなるが， この
議論だけは，章全体を紹介的に扱う。
植田は，冒頭で「震災前と痰災後とでは，あらゆる場や領域において，人間生存のあり様や
自然との関わり方に関して価値基準が根本的な転換が求められている」と，震災後の課題を集
約的に述べている。「価値基準の根本的な転換」は，前章で取り上げた佐藤や石井の問題提起
と通底している。
その上で，植田はエネルギーの分野全般に「新しいパラダイム」 (12)が求められていると
して，エネルギーコンセプトについて，以下の4つの側面から明らかにする。
第1は，「生命と安全を基礎に置いたエネルギーシステムを実現する社会制度」 (13)である。
Fl苛酷事故は日本のエネルギーシステムが「生命と安全に基礎」を置いていないことを白日
の下にさらしたのだから，上記の基本理念の前半部分は，震災後の出発点として当然である。
同時に，それを実現するための社会制度の必要を謳った後半部分も， この理念の重要なポイン
トである。これを，植田は，エネルギーを「誰がどう決定」するのかの問題であるとした上で，
「エネルギーは一連のシステムであり，社会にとっての共通の基盤であるから，公共選択すべ
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き問題」 (14) である， とする。すなわち，「どの程度のリスクを引き受けてどういう電源を用
いるかは」．「専門家の意見を参考にしつつも，国民が決定権を持つ」べきであり，それに相応
しい「決定経路が構築されるべき」である（同上），と (11)。社会にとってのこの共通の，必需
的な基盤であるエネルギーに関して． 日本では国民の決定権が，あまりにもないがしろにされ
てきた。その極みが， F 1苛酷事故であった。まさに，「エネルギーを国民の手へ」である。
これに関連して， F1苛酷事故では，「果たして人間による制御がそもそも可能なのかという，
原発の安全性に関する根本問題」が問われたとして，「原発の安全性を評価する社会制度」も
問題にすべきである，と植田は主張する。
第2の基本理念は，「節電・ エネルギー消費の少ない分かち合う経済へ」である。大震災後，
従来の日本のエネルギーシステムが脆弱であり，大きいリスクを抱えていることが白日の下に
さらけ出されたとして，植田はその「回復の早いレジリエントなシステムが求められている」
(16) とする。日本の電カシステムは， ピークロードの電力需要に対応するために，「『過大な』
発電能力を」大規模集中的に整備する供給システムであり，「非効率」（同上）である，とみる。
同時に，その電力市場は「電力の需要と供給を調整する能力」（同上）を欠いていた。電力市
場を改革し，市場の本来持つべき調整能力を回復していかなければならない， とする。この課
題は．「必然的に，地域独占，垂直統合的産業組織，電気料金の総括原価方式という現行のシ
ステムの根本的な改革問題に踏み込むこと」（同上）になる，と植田は捉えている。上述した「エ
ネルギーを国民の手へ」という問題は，同時にエネルギー需給を支えている一連のエネルギー
システムの転換のそれであるということである。
震災直後の「計画停電」やその夏の「節電要請」に対して，「節電を自らの課題と位置付け
た企業や家計も少なくなかった」（同上）ことを受けて，植田は「電力の供給能力に制約があ
ることが理解され」 (17) れば「需要抑制行動がとられる可能性が十分にある」（同上）こと
が示された， とみる。このことは別の見方をすれば「電力やエネルギーという材に対する見
方が変わったことに基づく」（同上）行動であったとも理解できる。換言すれば，従来「電力
やエネルギーを経済学的意味での自由財的な財とみなしていたことが」（同上）節電や省エネ
が本格的に進まなかったことの原因だったのではないかと植田はみる。
この議論を敷術して，植田は電力やエネルギーを「コモン・プール資源」02)(同上）と考え
ることを提案する。植田は，霙災後，放射能汚染の危機を通じて，水や大気，土壌などが「我々
にとっての生存基盤というべき環境資源の大切さを・・・改めて実感させられた」 (18) として，
環境資源が「有限」であり，「過剰に利用すると混雑現象が生じ，ひいては資源ストックが減
少し持続可能ではなくなる」（同上）， したがって「分かち合うべき資源」（＝コモン・プール
賓源）であることに言及する。前章でみた石井の環境価値に通じる捉え方を祐彿とさせるに留
まらず，そこから一歩進めて資源の「分かち合い」に踏み込んでいる。
128 
資源問題としての現代日本のエネルギー問題一経済地理学的アプローチの覚書一
このような電力に対する見方が変わったことによって，消費スタイルが変わり．「倫理的消
費と呼ぶことができる現象」（同上）さえ現れたとして．震災後の事態は「他者を思いやるこ
となくしてコミュニティの電力消費は継続できないし，電力の生産者（地）との関係も成り立
たないこと」 (19)を我々に気づかせてくれた。まさに．「節電・エネルギー消費の少ない分か
ち合う経済へ」の移行を自覚し実践していた． と植田は捉える。
第3に．先に問題とした大規模集中型エネルギーシステムに代わる小規模分散型エネルギー
システムの主たる担い手として．「地域資源としての自然エネルギー」を植田は挙げる。大
規模集中型エネルギーシステムは，「エネルギー政策は国策」であり．「化石燃料の安定的確保
と原発の国策民営」が前提であった (22)。特定の地域に集中的に電源立地を推し進め．そこ
から一方向的に送配電する電力供給システムである。この過大になりがちなシステムは．シス
テム自体が脆弱であり． リスクも大きく． しかも非効率であった。しかし．分散ネットワーク
型電源が技術的に可能となってきたことによって． こうした従来型のエネルギー政策は大きな
転換を余儀なくされる。すなわち．「地域ごとに多様な電源を持つこと」が可能となればそ
の「多様性を活かし合う分散ネットワーク型の電カシステム」（同上）の構想が現実味を帯び
てくる。植田は，地域資源として自然エネルギーの活用が「地域エネルギーマネジメントの必
要性を示唆している」（同上）と指摘する。
エネルギーコンセプトの第4は．電力需給の質にまで踏み込んだ「電力の供給源別・需要源
別特徴を踏まえたシステムヘ」という提案である。植田は． ロビンズ (1979)の「電動のこぎ
りでバタ一切るな」(13)(同上）という提言を取り上げて，エネルギー需給のミスマッチに対す
る注意を喚起する。中でも． 日本では従来．熱で十分に間に合う需要を，最も高質な電気エネ
ルギーによって満たすことが多かった。これは「きわめてエネルギー損失の大きい」．非効率
なエネルギー利用であった (23)。その上で植田は．電力需給に偏重したエネルギー政策に関
する議論ではなく，熱利用を含む「総合的なエネルギーの利用と管理に関する議論」が必要で
あるとする（同上）。この指摘は最終エネルギー消費の約半分を占めている熱利用の多くを
電気によって賄っている日本の現状を問題としている。
そのことに加えて，電力需給に議論を限定しても「経済性や環境性に影響を及ぼす要因も
異なるのであるから．カギを握っているのは，電源毎の多様な機能を活かし合えるシステム設
計」（同上）が必要である， と植田は捉える。これまで電力需給の量的・質的マッチングがう
まく作動しなかったのは，電力「市場」が十分に機能しなかったためである。すなわち．「い
わゆる発送電分離といった電力市場の自由化．抜本改革と直結する大問題」 (24) である。市
場の多様な機能の中でも，「最も重要な機能の 1つは消費者主権である」として．「市場の機能
を活かしつつ，電力やエネルギーに関するユーザーの選択権を保障するシステムを構築してい
くこと」（同上）が今後の電カ・エネルギー政策の方向性である， とする (14)。そのことは．「電
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カ・エネルギー供給源別の特徴と電カ・エネルギー需要源別の特徴を最適にマッチングさせ，
活かし合い．支え合うシステム・ネットワークづくりである」（同上）， と植田は主張する。エ
ネルギーを国民の手に取り戻すためのエネルギーシステムの転換には，大規模集中型の電力供
給システムの転換だけでなく．発送電分離を前提として電力市場を自由化して，ユーザーの選
択権を保障する市場機能を活かしたシステムの再構築が求められているということである。
植田の4つのエネルギーコンセプトは日本のエネルギーシステムを考える上で，ひじょう
に多岐にわたる論点を含んでいる。 F1苛酷事故に疸面して，電力をめぐる種々の問題が噴出
した状況を見るにつけ，それらはいちいち首肯できる内容のものばかりである。
3-2. 日本のエネルギー戦略とその問題の所在
植田の議論によって，ほぼ全容が見えてきているが， もう少し全体的な問題点，つまり日本
のエネルギー戦略の問題点をフォローする。これに関しては本書全体の各章で触れられている
が，ここでは第2章を中心に扱う。
梶山は，植田と問題意識を共有しつつ，「長期的には環境への負荷を大幅に低減するような
持続可能なシステム」 (29)への移行が求められているとする。そして， 日独のエネルギー戦
略の比較を通して(15), 日本のエネルギー問題の所在を明らかにする。
(1) ドイツと日本のエネルギー戦略
まず比較対照の鏡であるドイツのエネルギー戦略は，温室効果ガス (GHG)の削減を目標に，
エネルギー消費削減と再エネ拡大を 2本柱として，しかも両者を「一体的に」進めている (61)。
その基本には，この2本柱こそがエネルギーの価格高騰と需給逼迫への最大の「備え」であり，
国際競争力を維持・強化の「大前提」であるという認識がある（同上）。つまり，「低炭素化の
プロセスこそが，成長戦略そのもの」（同上）であるということになる。
この戦略の下で，原発から再エネヘ，石炭からガスヘの「エネルギーシフト」 (62)を推進し，
効率を高める。エネルギー消費のさらなる削減を目指して，火力発電の熱電併給（コージェネ）
も推進される。火力発電では膨大な未利用熱が発生する一方で，「最終消費ではその半分を熱
利用が占める」（同上）ので，両者を結びつけるという発想である。
再エネもコージェネも「小規模分散型システムであり，地域の熱需要の発掘・創出と一体」（同
上）で進めるのが効率的である。その際，「建築物の断熱化」（同上）を同時に推進することに
よって，エネルギー消費削減がいっそう進むこととなる。その意味で， ドイツのエネルギー戦
略は「まちづくりと表裏一体」（同上）なものとして進められることになる。再エネとコージェ
ネの拡大のために FITが整備された。それを推進するために「発送電分離と電力市場の改革
が不可欠」（同上）であり，これも大きく前進している。
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このように， ドイツのエネルギー戦略は，それまでの 20世紀型とは全く異なる「新しいエ
ネルギーシステムを構築」（同上）しようとしている。これが，「経済社会システムの変革へと
つながって，地域再生や新たな産業の創出を促す原動力となっている」（同上）のであり，ま
さに「エネルギー革命と呼ぶべきもの」（同上）である。しかも さらに重要なこととして，
ドイツではこうしたエネルギー戦略が国民的合意となっていることである。
ドイツとは対照的に， 日本のエネルギー戦略は， 20世紀型エネルギーシステムにどっぷり
とあぐらをかいているということに尽きる。すなわち，「エネルギー安全保障を前面に出し，『国
産エネルギー源であり安価でクリーン』な原発を推進し，『自給率』向上と温暖化ガス削減を
図るとともに，化石燃料のうちの半分を『自主開発権益化の取引』としてあたかも自給率が向
上するかのような絵姿を描いた」 (63) ものである(16)。「エネルギー安全保障」という名の「原
料確保論」の下で，「原子力立国体制」を推進している。「自給率」の向上も GHG削減も，原
発推進の「刺身のつま」に過ぎない。再エネとエネルギー消費削減は「端役の扱いしか受けて」
（同上）いない。上述した植田によるエネルギーコンセプトの議論で言えば ドイツがまさに
パラダイム転換に挑戦しているのに対して， 日本は20世紀パラダイムを地で行っている， と
いうわけである。
しかも， 日本のエネルギー戦略は「審議会形式で，一部の利害関係者によって」決められた
ものであり，「国民的議論を経たものではない」 (32)。その上に，「原発ありきから出発して」
いるので「全体の整合性」もとれていないし，「いろいろなところにきしみが出てきている」（同
上）， と梶山は批判する (17)。ここでも植田のエネルギーコンセプトで問題とされた国民の選択
権が遺憾なく反映されているドイツのエネルギー戦略に対して，一部の利害関係者によって決
められる日本のそれがあまりにも大きな対照をなす。
(2) 日独のエネルギー消費削減への対応の違い
ドイツのエネルギー消費動向をみると， 1990年比で2010年には実質 GDPが約 3割増加し
たのに対して，一次エネルギー消費は 6%,GHGが20%以上の削減となっている (35)(!S)。エ
ネルギー使用量 ・GHGの削減と，経済成長とは切り離すこと（デカップリング）は難しいと
されてきた。しかし， ドイツでは，この20年間そのデカップリングによって，いわゆる「グ
リーン成長」を実現してきた (254)。
これに対して，日本では，同期間 (1990-09年）に実質 GDPが15%強増加したのに対して，
一次エネルギー消費は 6%増加するとともに，GHGは0-10%の間で推移している (GHGデー
タは 08年まで） (19)。しかも，増加分の 3分2が損失によるものであり，何も対策がなされて
いないに等しい， という。
この対照的な動向は，エネルギー消費削減への対応と再エネの拡大の違いとなって現れてい
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る。このうち前者についてみると， 日独の違いの最大の要因は，「エネルギー転換における損
失への対応」 (36). 中でも発電の効率化であり (20), 同期間におけるエネルギー消費削減のう
ち53%がそれによっている， という。
ドイツにおける発電の効率化は，エネルギーシフトとコージェネを促進することによって可
能となっている。エネルギーシフトでは，まず単位あたりの C切排出量が多い上に発電効
率の劣る石炭 (90年： 35%から 09年： 23%へ）から，その両者ともに相対的に優れているガ
ス（同期間 15%から 22%へ）への切り替えであり (21)' もう 1つは原子力（同上期間 11%で不
変） (22)から再エネ (09年に 9.4%へ）への置き換えである (38-39)。2030年までの道筋をみると，
このエネルギーシフトが一段と弾みがついて，全体のエネルギー消費をさらに 32%削減（対
2010年比）し，その中で再エネが30%へ，石炭 (23%から 12%へ）からガスヘの転換がさら
に促進されることとなっている (39), という。
これに対して， 日本は「逆エネルギーシフト」 (40) をまさに地で行く格好であるという。
石油を除く，石炭・ガス• 原子力のすべてで消費量が大幅に増加した。しかも，石炭の比率が
同期間に 17%から 21%へと増加している（同上）。再エネ比率は 6%であるものの，その大部
分は再エネとはみなされない大規模水力である。したがって，再エネについては，実質的に進
展なしに等しいことになる。基本計画による 2030年の「姿」をみても，エネルギー消費も現
状と大差がない上に，エネルギー構成も石油の減少は見込まれているものの，石炭は 19%と
依然高い（同上）。再エネも，大規模水力を除いた実質的な再エネ比率で6%に留まっている。
むしろ，政策の目玉は原発である。原発をさらに新増設して， 2030年には一次エネルギーの
原発依存度を 10年の 12%から 24%へと倍増するとしている。電カベースでみれば同じく
10年当時の約 27%が30年にはなんと 53%に及ぶこととなる (Z3)(41-42)。
このように日本のエネルギー基本計画では，今後とも原発を主役に，石炭を準主役として
いる。再エネは 20年後をとっても，あくまで端役に過ぎない。まさに，「逆エネルギーシフト」
を今後とも続けるというわけである。なお，同計画では，なぜか再エネと原発は「ゼロ・エミッ
ション電源」として一括りになっており，その電源由来の電力を 10年の 34%から約 70%に引
き上げるとしている（経産省， 2010)。しかし，上でみた通り原発への依存が53%になるので，
「再エネ」比率は 17%ということになる。しかも，その「再エネ」のうち，大規模水力が8%
含まれているので，実質的な再エネの比重は 9%に留まることとなる。それは， ドイツのそれ
が30年において 66%を計画していることとは，全く比べるべくもない。
日本の「逆エネルギーシフト」の根幹には，経産省独自の「エネルギーのベストミックス」 (42)
という考え方がある， と梶山は批判する。すなわち，原子力を「供給安定性・環境適合性・経
済効率性を同時に満たす基幹エネルギー」（経産省， 2010)=ベース電源として最優先して，残
りの電源を調整用に回すという，日本独特の表現である。この場合の「ベストミックス」とは，
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あくまで原発ありきの考え方である。
ドイツには，こうした「エネルギーのベストミックス」という考え方はなく，強いてあると
すれば再エネ 100%がそれにあたることになるだろう (42),と梶山は指摘する。したがって，
「目標にどれだけ近づけるかの目標設定こそ」が重要となり，「その時々のエネルギーミックス
のあるべき姿を描き，そこに向けてエネルギーシフトをしていく」ことになる。このように，
原発ありきの「エネルギーのベストミックス」と，エネルギーシフトとは「もともと相いれな
い」（同上）と梶山は批判する。
ドイツにおける発電の効率化では，エネルギーシフトと並んで重要となるのがコージェネで
ある。熱需要は最終エネルギー消費の 5割を占めて，最大の利用形態である。火力発電では膨
大な熱が未利用のままに捨てられている。他方で，発電それ自体におけるエネルギー効率の向
上には限界がある。そのため，発生する熱をエネルギーとして利用できれば「全体としての
エネルギー効率を 80-90%にまで」 (43)効率化ができるという。
再エネヘのシフトと並んでコージェネが重視されるドイツでは，エネルギーシステムの小規
模分散型への転換が大きく前進している。熱を移動させることは難しいので，需要に近接して
いなければならない。そのため，「コージェネは発電所の近隣に熱需要をみつけるか」，「熱需
要の近くに発電所をつくるかの選択となる」（同上）。また，発電所が巨大になれば発生する
熱も膨大になるので，熱の需要確保が難しくなる。このように， コージェネは再エネ以上に，
中小の発電施設が適しており，必然的に小規模分散型電源となる。ドイツでは再エネ同様に
コージェネでも FITが整備されてきた。このため，再エネ利用の義務づけに加えて，地域熱
供給などによるまちづくりや住宅の断熱化などが総合的に行われ，再エネとコージェネの拡大
が一体的に進められている (24)。かくしてドイツでは， 2030年までに発電に占める再エネ比率
を66%にすることに加えて，残り 34%のうち 14%をコージェネで賄う計画となっている。そ
うなると，化石燃料による発電比率は 20%にまで押さえられる (46)。ドイツにおいて，再エ
ネとコージェネの拡大を可能にしているのがエネルギーシステムの改革である。 1990年代後
半の電力自由化に始まって発送電の分離，そして 2001年の再エネ法の実施と，小規模分散
型エネルギーシステムヘの転換に向けた実践が着実に進んでいる。
これに対して， 日本の電カシステムは， 1990年代に形ばかりの電力自由化が進められたと
は言え，既述のように大規模集中型電カシステムが依然として強固に残存している。 2012年
から FITが始まったものの，電力会社は自らが直接管理できない電力が入り込むことを「逆
潮流」と呼んで，極端に嫌う体質も依然として健在である（同上）。現在進められている発送
電分離と，その送配電網の中立化・広域運用，電力小売の全面的自由化（電力の選択権）といっ
た改革が着実に進められる必要がある。こうした電力のシステム改革が進まないことには，既
得権益の温存と延命が続くだけでなく，再エネの普及もままならない。さらに，コージェネと
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いった電力効率化の切り札さえ利活用でないことになる。
ドイツでは，エネルギーの供給に関わるシステムの転換だけでなく，最終エネルギー消費に
おける削減も進んでいる。部門別では，産業 (1990年比で 10年に一 15%)・業務（同ー
21 %)で減少する (25)一方で，家庭（同 7%) と運輸（同 9%)で増加し，二極化している (48)。
ドイツでは， 2030年に 90年比で最終エネルギー消費を 26%(09年比では 23%)削減する計
画である。その内訳でみると，家庭が全体の 36%, 業務 (26%), 運輸 (23%), 産業 (15%)
となっている (49)。利用形態別では，熱が削減全体の 6割を占め，次いで運輸が33%であり，
電力が7%に過ぎないのが特徴である（同上）。電力が少ないのは， 日本の電力化率23%に比
して，そもそも電力化率が21%と低く，削減余地が小さいからである（同上）。重要なことは，
最終需要段階における「節電」よりも，電力は供給時点における効率化によって損失を減らす
ことに重点が置かれていることである (50), という。
最終エネルギー消費では，エネルギー効率の向上を大幅に見込んでいる， ドイツでの家庭部
門における削減についてみておく。大幅な改善を見込んでいるのは同部門は比率が28% (ち
なみに日本のそれは 09年に 16%) と産業部門 (27%) と並ぶ地位にある上にその消費の「9
割を占める暖房・給湯の削減余地が大きい」とみているからである (51)。ドイツの冬は寒く，
その期間も長い。そのために集中暖房が主流であり，エネルギー多消費型の構造となってい
る。削減余地がさらに大きくなる。
新築住宅のエネルギー消費は半減しており, 2030年には 09年比でさらに 3分の 1にまでの
削減を目指している（同上）。ただし，年間の新築面積が0.6%と極端に低いドイツでは，既存
住宅の断熱化がポイントとなる（同上）。これについては，改築住宅における暖房エネルギー
消費を 08年の 1m2あたり年間 117kWhを同 34kWhまで引き下げ，ストックベースの総平均
エネルギー消費も半減させることを目指している (52)。目標達成のために，住宅の断熱基準
の強化と，改築時の断熱検査の厳格化が政策的に進められている。断熱性能を飛躍的に高める
ための技術革新にも力を入れている。さらに，家庭部門は小規模な熱需要が多いので，再エネ
熱の利用にも適していることから，コージェネとも組合せやすい。だから，エネルギー消費削
減と一体化させて．まちづくりとして進めることが多くなっている（同上）。なお，業務・運輸・
産業の 3部門でもそれぞれに削減を見込んでいるが，ここでは省略する。
大幅なエネルギー消費削減を目指すとドイツとは反対に， 日本のエネルギー消費は 2009年
に90年比で 4%増であった。内訳をみると，産業が 12%の減少の一方で，家庭が23%, 業務
が40%と大幅な増加となり，運輸も 5%の増加となっている (57)。ただし, 09年はリーマン
ショックの翌年であり．経済活動が落ち込んだ年である。同ショックの前年の 07年でみれば，
産業のエネルギー消費は横ばいである。しかも， 日本の場合には最終エネルギー消費に占める
産業の割合は 35%を占めて． ドイツの 27%に比して特に高いことに留意する必要がある。日
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独の産業構造は比較的似ているので，その比率の差からみて， 日本の産業部門がドイツに比し
て実質的に 25%多くエネルギーを消費している（同上）， という。日本の産業における省エネ
技術は世界最高といわれ，これ以上のエネルギー消費削減は「乾いた雑巾を絞るようなもの」
という「定説」には大きな疑問が残る， と梶山は批判する <25)(57-58)。
3-3. エネルギーシステムの再設計
前節でみたような日本のエネルギー問題を踏まえ，また本書の各章でエネルギーシステムの
改革を各論的に扱ってきたこと受けて，植田は第 11章においてエネルギーシステムの再設計
の課題として．以下の 3つの設計原理を取り上げる。
(1) 持続可能性
第1の設計原理は，「持続可能性」である。植田は，エネルギーシステムの再設計，すなわ
ちその選択問題は，エネルギー問題に対する長期にわたる「態度を規定する」 (305) として，
長期的視野からシステム選択を捉える必要がある， とする。地球温暖化や石湘資源の枯渇の問
題も長期的課題であるが，さらに原発の「放射能廃棄物」は「世代をはるかに超えた管理問題
を提起」（同上）する。エネルギーシステムの選択は， この長期的事象に間違いなく大きく影
響する。したがって，エネルギーシステム再設計の基礎に据えるべき中核的原理として，植田
は持続可能性を主張する。
その上で，持続可能性の原理を満たすエネルギーとして再エネの重視へと，植田は論を進め
る。その出発点として，デイリーによる持続可能性の 3原則（デイリー， 2005)に着目する。
その第 1は，「廃棄物は環境容量の範囲内でなければならない」 (305)である。第2は，利用
する資源は「再生可能資源」と「再生不可能資源」の 2種類に分けられるが，そのうち前者は
「再生可能な範囲で利用しなければならない」とするものである（同上）。第3は，後者は利用
すれば必ずストックが減少するので， もともと持続可能ではないが，「減少するストックが提
供する機能を再生可能資源が補ってくれる範囲であれば利用してよい」とするものである
(306)。このデイリーの持続可能性の原則は，「人間活動が自然の法則に適合するための公準」
であり，「これを満たすエネルギーシステムを考えることが，少なくとも長期的にはシステム
選択の絶対条件になる」（同上）， と植田はみる。
この原則に照らせば，長期的には再エネ資源を「中核」とするエネルギーシステムに移行す
べきである， と植田は主張する。再エネの利用の過程においても，環境・資源や廃棄物の問題
が生じる可能性があるが，化石燃料などの再生不可能なエネルギー資源の利用によるそれとは
比較にならない程小さい（同上）。
これに対して，同じ原則に照らせば再生不可能な化石燃料資源の利用は，削減の方向で強
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くコントロールすることが必要である。失われる資源ストックの機能を再生可能賓源によって
補われる範囲内に限定される。また，その利用は，それに伴って排出される CO2が環境容量
の範囲内に抑えられなければならない。現状の CO2の排出量が既に地球大気の温度を 2℃以上
増加させないレベルを超えているからである（同上）。
原子力についてもウラン燃料に依存する点では．化石燃料資源の利用と同様の制約下にある。
GHGの排出は少ないので気候変動への影響は小さい一方で，「放射性廃棄物や放射能汚染」に
関しては，環境容量の範囲内などという問題を超えている (307)。
したがって，持続可能性原理に基づいてエネルギーシステムを設計する場合，長期的には再
エネが中核になるとともに同原理は，エネルギーシステムがその方向に移行しているか否か
の短期• 中期の「判定の基準」にもすべきである， と植田は主張する（同上）。
(2) 「世代間衡平」と「世代間倫理」
第2の設計原理は，「世代間衡平」と「世代間倫理」の原則である (308)。これは，持続可
能性の定義としてはデイリーよりも広く知られているブルントラント委員会の報告書にある
「将来の世代のニーズを満たす能力を損なうことなく，今日の世代のニーズを満たす発展」と
いうフレーズから導かれたものである（同上）。
世代間衡平の原則によれば， まずは「資源ストックを減らさず」に次世代に引き継ぐことに
なる（同上）。再生不可能資源を利用する場合，利用によって「得られる利得」を，減少した
資源ストック分を「補えるだけの再生可能資源の開発に投資しなければならない」こととなる
(308-09)。
「エネルギー資源利用と世代間衡平とのもう 1つの接点は，エネルギー資源利用に伴う廃物
の排出」 (309), 換言すれば廃物の「処理」問題に関係する。中でも，深刻な問題が発生して
いるのは，化石燃料利用に伴う GHGの発生問題と「原子力発電に伴う放射性廃棄物問題」で
ある。「いずれも今日排出される廃物は環境中に蓄積され，その蓄積が超長期にわたる将来に
深刻な危機をもたらす」という意味では，この両者は「世代間衡平の原則に反する」点で，「同
質の構造」である（同上）。
この観点からみれば， GHG排出削減の取り組みは「世代間衡平を回復する取り組みである」
（同上）。もう一方の「放射性廃棄物問題」はより深刻である。高レベルの放射性廃棄物は「地
層処分が想定されている」ものの，その最終的な処分先は未定である。「現在世代の原発（と
そこから生み出される電力）のために，将来世代に放射性廃棄物管理を強制する悪魔の取引」
である（同上）。このことからわかるように，今後のエネルギーシステムの選択では，「世代間
衡平」の原則とともに．「世代間倫理の原則を持ち込む必要」（同上）がある (27), と植田は主
張する。
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(3) 持続可能な地域再生への貢献
エネルギーシステム再設計のための，第 3の原理は，上の 2つの原理とは次元が若干異なる
が，「持続可能な地域再生への貢献」という側面である。これを植田は震災復興過程におけ
るエネルギー政策の提言という文脈と重ねて，再エネを推進する意義を提起する。植田の立場
は，「震災復興とは，何よりも人間復興であり，生活の再建を進める持続可能な地域を再生・
創出するものでなければならない」 (311) というものである。この持続可能性には，「エコロ
ジカルな環境的持続可能性，経済的持続可能性，社会的持続可能性」（同上）の 3つの側面か
ら構成されるという。ここでは，原理的な側面に着目して，持続可能な地域再生に貢献する再
エネの意義に光を当てる。
比較的わかり易い，再エネの「エコロジカルな環境的持続可能性への貢献」（同上）から植
田ははじめる。再エネ発電でも，環境問題（例えば，風力発電における「騒音問題」や「バー
ドストライク山「景観問題」など）が全く生じない訳ではない。そのために再エネであっても，
「環境アセスメントは欠かせない」としながらも再エネの環境問題は，深刻な問題性を芋ん
でいる化石燃料や原子力など再生不可能な化石資源のそれに比べれば，はるかに小さいことは
明らかである， と植田は捉える (ZS)(312)。
これに対して，経済的持続可能性は多様な側面がある。まず，冒頭のエネルギーコンセプト
でも触れたように，今後は「リスクの小さい， レジリエンスのある持続可能な電力需給調整シ
ステム」（同上）が求められる。この課題に対応するためには，考慮すべき論点が多岐に及ぶ。
経済的持続可能性の場合には，特に発電コストにだけ注目が集まるが，「発電コストより広い
範囲にわたる経済効果を評価」すべきである， と植田は主張する。すなわち，再エネによる発
電が及ぽす「地域経済・産業開発・雇用に対する効果」などである (313)。
原発立地を受け入れた地域も，こうした効果を期待していたが，「地域産業連関効果は小さ
く」，結局地元に落ちるカネは，固定資産税など税収と，いわゆる電源三法による交付金が
主であった（同上）。
既存の地域産業との関係も「親和的」ではなかった。原発立地の対象地域は， もともと人口
の少ない地域であり，農林漁業が主たる産業であった。 F1苛酷事故は別にしても，原発はこ
れまでも少なくない事故を起こし，直接的な被害がそれ程生じていないにしても，地域産業で
ある当該の農林漁業は風評被害を受けやすい。こうした被害は補償されるとしても，原発事故
に対する不安が大きくなると，当該地域における農林漁業への展望が失われ，離脱する人も増
える。地域産業連関効果が小さい上に，既存の地元産業にも望みがないとなれば，この両者以
外からの所得源を探さなければならなくなる。そのことが原発のさらなる「誘致」へと向かわ
せ，地元産業をますます衰退へと向かわせる。原発立地を「契機として地域産業の一種の負の
スパイラル」 (314)が作動している。
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これに対して，再エネの「利点」は，農林漁業など地元の自然に依拠する産業と親和的なと
ころである。「同じ自然がもたらすエネルギーを地域資源に変えて発電することは， 自然の恵
みを基礎にした第一次産業」（同上）と同様である。換言すれば，それぞれの地域に根を張る「他
の第一次産業と同様に土地に固着した産業」（同上）ともいえる。農林業地域では，当該の産
業に加えて，再エネ発電に対して農林業に携わる人々やその人たちが組織した組合などが投資
することによって．非農林漁業所得を得ることが可能となる。 FITが制度化されれば．その
ことが現実化する。
再エネ発電は自然の潜在力を活用するとともにその開発や製品化には高い工業力も必要と
する。風力発電では部品点数が 1万点を超えると言われており，自動車には及ばないものの．
裾野の広い産業となる可能性を秘めており，その波及効果も期待できる(29)。このように，再
エネは「基本的に地域産業と親和的であり，地域経済にもポジティブな効果を与える」 (315)
ものとなっている。
第3の社会的持続可能への貢献も需要である。再エネは，一般的には小規模分散型電源であ
り発電を含む事業に関係する主体も多くなる。従来型の電カシステムでは，電気は一方的に
送られることになり，市民の立場は「受け身」となる。これに対して，再エネの場合には，市
民は再エネ発電の利用者である一方で，再エネによる発電の事業者•投資者という側面も大き
くなる。このことは，「エネルギー問題に対する当事者意識を高める」 (316) とともに，エネ
ルギーシステムの選択権を要求することにつながる。
以上の他に，再エネは地域資源の利活用であり， 自給率の極めて低い日本にとっては，エネ
ルギー安全保障の観点からも，エネルギー自給率を高めるわかり易い方法である（同上）。こ
のように，エネルギー自給率を高める再エネの推進• 普及は，地域産業の振興と地域再生をも
たらす。
最後に，植田は，「エネルギー問題とは，エネルギー資源の利用と管理のあり様を決めるエ
ネルギーシステムの設計問題である」 (317)ことを確認した上で，これまでのエネルギーシス
テムの欠陥を露呈させたF1過酷事故を受けて，その欠陥を克服するために，持続可能性を原
則とするエネルギーシステムの再設計・進化が求められていることを改めて確認する。
4. おわりに：中間総括にかえて
本稿では，現代日本のエネルギー問題の論点とそれにアプローチするための視座を追究する
プロセスの一端を整理するとともに，現段階における気づきと今後の研究の方向性とを覚書的
に述べてきた。まず佐藤 (2011)による資源論の再評価と石井 (2007)の「国士利用の思想」
を取り上げて，現段階の日本のエネルギー問題とこれを乗り越えていくための論点を整理した。
次いで，環境経済学の成果の 1つである植田・梶山編著 (2011) を取り上げて，エネルギーコ
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ンセプト，エネルギー戦略，エネルギーシステムの転換などに着目して， 日本のエネルギー問
題の根本にある論点について整理を試みた。最後に，整理のプロセスにおけるいくつかの気づ
きと，そこから導かれる今後の課題について，若干触れておく。
佐藤 (2011)の意義は，「資源」めぐる言説とその変遷を軸にして日本の近現代史に新たな
見方を提示したことと資源論の再評価である。その過程で示してくれた佐藤の言説には現代
日本のエネルギー問題を捉えていく上でも多くの示唆が含まれていた。時代の画期には「資
源問題」が背景にあるとする佐藤の卓見の 1つは， 日本を含む現代世界の置かれた問題，すな
わち持続可能性と地球環境をめぐる問題の根底に資源問題が横たわっていることを示したこと
である。その上で，佐藤は資源問題として掘り下げることによってその問題への解決の糸口が
掴めること，今日の資源観を支配している「原料確保論」とは異なる，有望な考え方が過去の
日本で模索されていたこと（資源論の再評価），そしてその議論こそが現在進行形の持続可能
性や地球環境をめぐる論争に貢献する土台になることを示唆した。
資源論を現代に蘇らせた 1つが，「働きかけの対象となる可能性の束」とする佐藤の資源概
念である。それは， 自然への畏敬と「謙虚さ」とともに，現代の文明を「鳥厳する視座」，つ
まり「新たな統合の理念」の提供に関わる。現代社会の「豊かさ」の再考を通じて，資源問題
としての現代のエネルギー問題に対して「可能性の束」としての資源といかに向きあい，「新
たな統合の理念」をいかに提示できるのかが問われることとなる。
時代文脈とともに変化する資源の社会的性質を長期的，かつ開かれた視点で捉えるための「新
しい資源論」が必要であるという佐藤の提言も，現代のエネルギーをめぐる問題を捉える視角
として有効である。地球温暖化問題への対応と持続可能な発展の両方を視野に入れて歩まざる
を得ない我々は，その「対応」と「発展」に同時に対処できる可能性を秘めた．再生可能な自
然エネルギーの利活用を始めた。その「対応」が必要となる事態を引き起こした根本的な原因
であり，その「発展」を困難にしているのは，産業革命以降に依存してきた枯渇性資源・エネ
ルギーであることを我々は知った。枯渇性資源から再生可能な資源に依拠する再エネヘ，ま
さに「変化する資源」であり，それを今こそ「長期的，かつ開かれた視点で捉える」ことが求
められている。
新しい資源論を考えていく上で，石井の「国土保全の思想」は，佐藤によって再評価された
資源論の「知の系譜• あり方」を祐彿とさせるものがあって，興味深い。望ましい国士政策樹
立のための基軸をなす，基本的な理念である「国土保全の思想」は，「資源のもたらす環境価値」
に着目し，その多様な潜在的可能性のうち，市場価値から落ちこぼれるとしても，人間にとっ
て大切な環境的な諸機能である「人間存在の基礎機能」や「住民の人間的成長の全面的開花に
役立つ」機能となる環境価値を優先的な基準とすべきである， とする。「国土保全の思想」は，
具体的な国土像には言及してはいないものの，首都圏一極集中が進む中で地方の疲弊が指摘さ
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れ，ついには「地方消滅」が言われ出した.21世紀における日本の国土利用の現状を見るに
つけ，我々が見失いかけていた価値基準を改めて考える上で．重要な素材を提供している。佐
藤が．「現代社会の『豊かさ』の再考」と言うときの「再考の甚準」や，その再考の先にみる「新
たな統合の理念」の基準を考える際に，「国土保全の思想」は 1つの価値碁準を示唆・提示し
ていることに気づかされる。
次に取り上げた植田・梶山編著 (2011) をみる限り． 日本は経済先進国といわれるが，こと
エネルギーに関する問題では， ドイツなどのヨーロッパ諸国に比べるべくもない状況であるこ
とが．改めて確認できる。中でも，植田による第 1のコンセプトに含まれる「生命と安全を基
礎に償く」ことと「国民のエネルギー選択権」．それに第2の「分かち合い経済」は．価値基
準の転換を展望するときに．何はさておいても最も重視されるべき点である。震災後6年を経
過する中で． この原点が風化しつつあることがひじょうに残念である。
この原点をひとまず置くとしても， 日本の高度経済成長期以降におけるエネルギー政策の背
景には．基本的に「原料確保論」という名の「資源論」があると言わざるを得ない。それは，
佐藤 (2011)がまさに批判の対象とした「資源論」である。電力がいかなる原料に依拠して，
いかにつくられ，いかに送電され．いかに消費されるかを全く不問にしたままただただ原発
に依存して電力を供給し，使わせる。「オール電化」はその象徴である。高度経済成長期に確
立された諸政策• 制度と同様に，エネルギーに関しても．根本的・抜本的な見直しが必要とさ
れている。 3.11を遅ればせながらのよい機会として，佐藤の言う「可能性の束」を基調とする
資源の捉え直しや，植田の言う「コモン・プール資源」としてのエネルギーの捉え直しを進め
るとともに，上述の価値基準の転換の原点に戻って．エネルギーコンセプトの大転換に早急に
取り組まなければならない。
同時に，そのエネルギーコンセプト，パラダイムの大転換を具体化していくためには， 3.11
以降に緒についたエネルギーシステムの転換も急ぐ必要がある。既に，原発再稼働はもちろん
のこと. 2012 年に始まったばかりの FIT ですら，既得権益の温存• 延命策の前に「逆流」が
始まっている状況にある。既定のシステム転換の構想が不十分なものとは言え，その作業が一
歩一歩着実に進められなければならないことは言うまでもなく，そのシステム転換を図りつつ．
さらなる大規模なシステム転換に向けて動き出すことが重要であろう。
日独におけるエネルギー戦略の違いは．別な側面からみれば資源論・資源選択の問題であ
る。 H本は旧態依然の「原料確保論」に基づいて，旧態依然のエネルギーシステムの下で，こ
れまた旧態依然の原料に依拠してエネルギー供給を続けている。旧態依然の資源論に基づいて．
旧態依然の資源選択がなされているに過ぎない。
これに対して． ドイツなど欧州の先進国では，気候変動への対応，つまり GHG削減が第一
義的に存在して，そのためにエネルギーや経済をどのように変えていくかという発想になって
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いる。 GHG削減の目標を定めて，そのためにエネルギー分野では，その消費削減と再エネの
拡大が推進される。それに照応したエネルギーシステムヘの改革が進められる。その際，市場
の創出とその作用とが， うまく使われている。経済の分野では，エネルギー分野における改革
こそが，エネルギーの価格高騰や需給逼迫への最大の対応・備えとの認識に立って，低炭素化
のプロセスこそが国際競争力を維持・強化の大前提であり，成長戦略そのものとなっている。
したがって，裏付けのあるエネルギーをめぐる長期的シナリオを描くことが可能となっている。
その長期のシナリオに基づいて国民も事業者も，その方向に向かって行動する。長期的シナ
リオの好循環である。政策的にみればまさに「気候変動政策とエネルギー・経済政策の統合」
である。佐藤の議論に倣えば，新たに定められた目標に向かって（価値基準の転換に基づいて），
資源という「可能性の束」の中から新たな可能性が選択され，それを伸ばすために戦略が講じ
られている， ということになる。
注
(1) 超弩級の歴史の節目に遭遇したにもかかわらず，新たな方向に動き出すまで 1年を要している主たる
理由は，筆者が当時，大学行政に関わっていたことである。
(2) 筆者は，学部時代の 1・2年次に法学部の「教育法ゼミ」に所属していた。毎年度末にゼミ研究の最終
報告が義務づけられていた。大学入学当時．地域開発や公害・環境問題に関心があった筆者は．上記の
ゼミにおいても，その関心を活かした研究ができないか模索する中で，公害・地域開発反対に向けた運
動の中で育まれていった公害学習をめぐるテーマに出会った。当初は，ゼミの議論にどのように結びつ
けるのか困っているときに．このゼミに誘ってくれた大学院生がその話題が「学習指郡要領の法的拘
束力」をめぐる問題として．過去に実践例や判例があり当該ゼミの課題としても十分に取り扱えるこ
とを教えてくれた。その方向性を見出した 1年次の夏休み以降 1年半にわたって， 日本各地の公害・
地域開発反対運動や公害学習について研究した。
(3) 東日本大擬災やそれに伴う F1苛酷事故以後に，経済地理学の各分野に跨がる研究者によって中藤・
松原編著 (2012)が刊行された。それぞれの得意とする分野において，冒頭に示された「新たな視点」
から，個別的には興味ある論点を提示している論考も少なくない。そのことは別にして，編集作業の時
間的な重複の関係からか，佐藤 (2011) を現下のエネルギー問題への問題提起の書として取り上げられ
ていないだけでなく，議論の俎上に載せている論考が，わずかに 1本であったことは残念であった。
(4) 佐藤は，資源論に興味をもった理由として，次の 3点を挙げている。すなわち，第 1に，「輸入学問」
ではなく，「国士の保全と社会経済的ニーズとの調和をいかに達成するかという，内発的な問題意識から
たたき上げられてきた実践志向の知であること」，第2に，「地理学を中心としながらも，政治家や官僚
を含めて多様な分野と立場の人々を巻き込みながら形成されてきた学際的な領域のはしりであること」，
第3に，「こうした 2つの強みがあったにもかかわらず資源論は決して専門分野として確立されずに忘
れ去られてしまったこと」 (V)の3点である。だからこそ，その豊かな水脈でった，「これほどの情熱
と実践に裏付けられた思想を持った人々に支えられた日本の資源論はなぜに衰退したのか」 (vii) も，本
書の重要なテーマの 1つとなっている。そして，「資源論の忘却」を「学問分野の消失の事例とみるべき
では」なく，「むしろ，領域横断的な学問のパイオニアとして再評価し，今日の文脈に即して再生しなく
てはならない」 (xi) と提起する。
(5) ちなみに，これが掲載された『経済学辞典』は第 1版であるが， 1992年発行の第 3版には「資源」の
項目はなく，「資源問題」となり，執筆者も変更となっている。 1970年代から 80年代にかけては，資源
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政策が原料政策に矮小化され，国内資源が放棄されていった時期は，辞典における「資源」も放棄され
た時期と重なる。
(6) 「国土保全の思想」における「国土」と「保全」の用語については，過去の苦い経験を踏まえて，石井
は誤解を生まないようにその真意を慎重に説明した上で，使用している。これについて，最初に触れ
ておきたい。まず「保全」について，この用法がすでに「国土総合開発法」 (1950)の中に「国土の利用・
開発・保全」に使われていることに石井は触れた上で， もっばら「開発」を忌避した理由を次のように
述べる。すなわち，国土の上に生み出されてきた戦後の現実の姿は，「実際にはもっばら経済成長主義の
いわゆる『地域開発』路線が何より優先され，土建国家さながらの政治支配と中央集権的な官僚体制下
の行政機構の手によって，われわれの国土は事実上縦横に切り刻まれるに任されてきた」 (3)と，その「憤
洒やるかたない想い」（同上）を吐露する。だから，「あえて成長優先思想にまみれた『開発j」を使いた
くないとする。これに対して，「国土に住む人々を脅かす災害からその生活を守るための安全の確保を第
一義」とするとともに，「国土の自然に本来備わっている潜在的な資源のもたらす環境価値の活用」とい
う意味を込めて国土の「保全」を使いたい（同上）， とする。
「国土」についてもその両義性への留意を喚起しつつ，次のように説明する。国土利用の主体は地域
住民でありその活動の場は地域であるから，「地域保全」あるいは「地域資源の保全」の方が「論理的
には正しい」としながらも，「災害などの地域現象の場合，当該の被災地以外に住む人々にとってはどう
しても r対岸の火事j的感覚が先に立つ」のに対して「国土」の方は「「ひとごとJではないという意
味を含んでいるからである」という (lo)。
ただし，「国土」は半面では，「国家の政治的支配に属する領域という法的な意味」を併せ持ち，これ
は「明らかに閉鎖的・排他的な領域概念」である。「容易に政治的に利用され，時にはナショナリズムと
結びつけて悪用される危険性をはらむ」点に注意を喚起する（同上）。その上で，石井はその考察の対象
が「開放的な領域概念としての国土」であるとする。 20世紀前半における日本の「苦い過去」を踏まえて，
「その過ち」を繰り返さないためにも，「（国土の利用にあたっては：引用者）幾重にも慎重な考慮を必要
とすると共に，逆にそうであるからこそ他国・多民族の人々も我々と同様に，それぞれの国土に対して
情緒を込めた思いを懐いているのだ， という配慮の下で相互的な交流と連帯の道を求める努力が要請さ
れる」と，味わいのある結びを付けている。
(7) 地域住民の主体性への着目は，石井のドイツおける研究の 1つの成果である（石井， 1988)。日本にお
ける住民の主体性や住民自治について若干辛口ともいえる厳しい評価も， ドイツのそれが1つの基準に
なっている。日本のあり方を照らし出すためにドイツを引き合いに出して，「地域自治のあり方に関する
問題でも，その伝統の強固さは， 日本ではおよそ考えられないくらい徹底したものだった」 (8) という
一節がそのことを物語っている。
(8) これは， ドイツ社会地理学の成果の 1つである (Jマイヤー他著，石井他訳， 1982)
(9) 梶山は，菅首相からの指示を次のようにまとめている。すなわち，「あれだけの事故を起こせば少な
くとも向こう 30年は原発の新増設は無理だろう。化石燃料も，長期的には高騰が予想される。これから
は再生可能エネルギーとエネルギー消費削減が，エネルギー政策の 2大柱になる。欧州の事例などを参
考にしつつ，これからのエネルギー戦略のリアリティあるシナリオを検討してほしい」 (1) と。
(10) 発行年からわかるように，本書は，東日本大裳災を受けて， 日本のエネルギー問題をめぐる議論が活
発となるその後の展開からみると，データ的には 2010年までをおよその甚準年とする分析であり，既に
古くなった論点や既に改革が進められつつある論点などを含んでいる。本稿では，その後の動きはでき
る限りフォローするものの，素材の良さを腺重して，紹介にあたっては本書を忠実に再現することに努
めていることを予めお断りしておく。
(11) 植田も引用している飯田 (2000)では，北欧におけるエネルギーをめぐる民主主義について詳しく述
べられている。飯田は，それを書名の通り「エネルギー・デモクラシー」として捉える。この問題は，
日本におけるエネルギーをめぐる根本的問題である。その具体的な問題については，後の梶山の第2章
でも扱われる。
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(12) これは，植田によれば「環境資源ガバナンス論に関する業績で2000年度ノーベル経済学賞を受賞した
E. オストラムの命名」である。
(13) これは「電動のこぎりをエネルギー供給源とし．バターを切るという必要をエネルギー需要」 (22-23)
とした場合の喩えであり．「エネルギー需給のミスマッチを表現する言葉」としてよく知られている。
(14) 電カシステム改革の問題については，本書の中で再三触れられている。なかでも，第8章（高梢）では，
再エネ蒔入・ 増強の観点から詳細に論じられている。そこでは．「定説」とされる再エネ＝電カシステム
の不安定要因に反論するとともに実は．発送電分離（競争阻害要因の排除）と地域l廿j連系線の拡充を
通じた自由市場の拡大を内容とする電力自由化こそが「定説」の主張する電カシステム不安定要因の最
大の解決策であることが力説されている。この高栃の議論をみる限り，上記の「定説」によって温存・
延命が可能となる既存の電力会社を支えている既存の電カシステムとその制度こそが．「岩盤規制」に他
ならない． と言える。
(15) 具体的には． 日本の『エネルギー基本計画 (2010)』と ドイツの『再生可能エネルギー拡大戦略と長
期シナリオ 2010』とを比較する。なお． ドイツは 2010年数値であるのに対して． 日本の具体的な数値
は資源エネルギー庁『エネルギー需給実績 (2009)』による 09年の数値である。しかも．日本のそれは「実
績」とは名ばかりの「推計」となっていて表現が曖昧である． と梶山は指摘する (32)。なお， 2017年
現在 日本では『エネルギー基本計画 (2014)』がエネルギー戦略のベースとなっている。しかし，周知
のように. F 1苛酷事故を受けて，さすが原発政策と再エネに脱する比諏などで若干の見直しがされて
いるものの．その基礎にある考え方は『エネルギー基本計画 (2010)』と大きく変わっていない。
(16) 梶山は説明していないが．引用中の「自主開発権益化の取引」とは．『エネルギー基本計画 (2010)』
によれば．次の通りである。すなわち，化石燃料の生産・操業に携わっている国内企業があり．これに
よる「自主開発原袖の輸入」のことである。これを国は物理的供給途絶のリスク低減はもちろんのこと．
長期安定的に一定批の資源確保，さらには当該の国内企業の上流lfJ発競争力の向上などにも資すると考
えている（経産省.2010)。
(17) なお， 日本におけるエネルギー行政をめぐる問題（司令塔としての経産省・賓源エネルギー庁．エネ
ルギー甚本計画と「原子力政策大網」の関係．縦割り行政の弊害．そして閣議で議論されないエネルギー
基本政策など）とその改革の方向性の詳細については．第 10章で論議されている。
(18) なお． ドイツの 1990年以降におけるエネルギーの供給や消費.GHG削減についてみていく場合に．
1990年という基準年が東西ドイツの統一直後ということもあって，効率の悪い旧東ドイツの産業・業務
部門などを抱えていて．基準それ自体が高いということに留意する必要があることを予め断っておく。
(19) 注 (18) とは逆に， 日本の 1990年以降におけるエネルギーの供給や消費， GHG削減についてみてい
く場合に.2008年にリーマンショックがあり，その翌年の09年は経済活動が落ち込んだ年であるこ
とに留意する必要がある。ちなみに同ショックの前年の07年には. GDPの実質成長率は20数％に，
一次エネルギー消費は 15%超になっていた。
(20) 一次エネルギーは最終需要されるまでに大量 (3割前後）の損失が発生する。その大部分は発電と送
電で発生する。発電の効率化は，エネルギー消費削減にとって特に効率が高い． という (34)。
(21) この数値からもわかるように． ドイツは国内に多くの炭田（褐炭）を抱えており，その国内資源の利
用を優先してきた。この褐炭利用が多かったことが．逆にエネルギーシフトを大きくしていることには
留意すべきであろう。また．東西ドイツの統一後.1990年代に旧東ドイツに存在した非効率の発電施設が，
急速に新たな発電効率の高い施設に置き換えられていったことも，このエネルギーシフトを促進する上
で大きく貢献している点にも留意しておく必要がある（千葉, 2013)。
(22) ドイツの脱原発は， 1998年に成立した社会民主党と緑の党の連立政権によって大きく前進した。以下．
ドイツの脱原発の動きについては．千葉 (2013)に依拠している。この連立政権によって 2000年4月に
「再エネ法」が施行されたがそれから 2ヶ月後には連邦政府と大手エネルギー企業の関で脱原発のため
の具体的な方向が合意されている。この合意を受けて 2002年の原子力法の改正にあたって，それまでの
「推進」の文字が削除された。代わって商業用原発を終結時 (2022年）までに整然と終えることが明記
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された。
しかし， 2009年に保守 (CDU/CSU/FDP)の連立政権が誕生すると，原発の稼働延長の政治的機運が
強まり，「再エネの信頼性が確立するまでの橋渡し」という名目で， 2010年9月に原発の稼働期間が平
均 10年間延長されることとなる。
しかし，その半年後にF1苛酷事故が起こると．「原発はいらない」という市民の声が再び沸き起こり，
メルケル首相は 2011年3月末に「安全なエネルギー供給に関する倫理委員会」を招集した。同委員会は，
10年以内の脱原発は可能であるとの確信を示し， リスクの少ない代替エネルギーヘの転換は必要であり
望ましいだけでなく，大きなチャンスでもあるという結論に達する（同倫理委員会の結論に関しては，
安全なエネルギー供給に関する倫理委員会 (2013) を参照）。これが，メルケル政権の政策転換（ほぼ
2000年合意への回帰，ただし今回は個々の原発の具体的な廃炉時機が明記されている）を決定的にした（千
葉， 2013)。
(23) なお， 3.11の東日本大震災とこれに伴う F1苛酷事故を受けて出された『エネルギー基本計画 (2014)』
では， さすがに原発の新増設を前提にした原発依存については，大きく変更を余俄なくされた。すなわ
ち一次エネルギー供給では原発への依存は 10-11%, 電源構成における原発依存は 20-22%となって
いる。ただし，この数値ついては，原発再稼働を前提にしているのみならず，「既存原発の運転期間延長
か新増設を前提にしている」として批判されている（橘川， 2016)。
(24) ただし， ドイツにおける再エネやコージェネの拡大が，すべてスムースに運んでいるわけではない。
上述したように原発をめぐっても「揺り戻し」があった後に，脱原発へと再び戻っていることからもわ
かるように，すべてが単純に一様に進んでいるわけではない。再エネでは，風力に恵まれたバルト海沿
岸部における大型風力発電が計画され，その電気を大需要地域であるドイツ南部へ送電することが持ち
上がって国土の南北の送電網の整備が話題となった。同じことは，アフリカのサハラ砂漠における大
規模な太陽光発電施設の計画も持ち上がっている。このように同じく再エネでも，小規模地域分散型
の再エネ発電を推進する動きが先行していることは間違いないにしても，他方でそれに反するような大
規模集中型のそれの動きもみられる。
(25) 産業・業務における削減が進んだことに関しては，注 (18) も触れたように， 1990年という基準年が
統一直後ということもあって，基準それ自体が高いということも大きく関係している。例えば，産業部
門では 1991年を基準にすれば， 6%の削減に留まる。
(26) 以上の日本におけるエネルギー問題に対して．課題として残る再エネの導入・拡大をめぐる可能性・
実現性（第3・4章）や，そのための固定価格買い取り制度 (FIT)の効果（第7章），電カシステム改
革の問題（第8章）， さらには発電コスト問題（第6章）などが本書においても扱われているが， ここで
は割愛する。
(27) この意味で， F1苛酷事故を受けて，メルケル首相が間髪を入れずに 2011年3月末に「安全なエネル
ギー供給に関する倫理委員会」を招集したことは，いかに果敢な判断であったかがわかる。
(28) なお， ここで植田は，エネルギーi原の環境影響を評価する留意点にも言及している (312)。すなわち，
まず発電の段階だけでエネルギー源の環境影響を評価するのではなく，エネルギー源の採掘• 輸送から，
発電・送電，発電に伴う廃物とその処理といった一連の発電に伴うライフサイクル全体の環境影響を評
価しなければならない， とする。また，同じく環境影響とされているものも，影響の質的な内容が全く
異なり， さらに「その影響を誰が被るかという分配面からの評価」も不可欠である， と述べる。
(29) さらには，実際の再エネ発電• 連系などの運用面においても， ICTの活用などの需要も小さくない。
筆者は昨年，「会津若松スマートコミュニティ」の取り組みをみる機会があったが，「地域でエネルギー
を有効活用する次世代の社会システム」を構築するために，会津若松市は ICTによるネットワーク化の
需要が大きくなり，それによる扉用創出に少なくない期待をかけていた。
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The Energy Issues as Resource Problem in Contemporary Japan: 
Notes on Economic Geographical Perspectives 
MA TSUHASHI Koji 
The purpose of this paper is to make a study on economic geographical point of view in 
order to approach to the energy issues in the contemporary Japan. In the face of the Great 
East Japan Earthquake and following the severe accident of the Fukushima first atomic-
energy power station of Tokyo Electric Power Co., the Japanese energy systems had been 
forced to transport from large scale and concentrated systems to small scale and 
decentralized ones. This paper intends to make a contribution to the discussion about 
transformation of the Japanese energy system. Two fruits of research, first discussion, of re-
valuation about the Japanese resource studies and thought of national land use (Kokudo-
riyou no Shiso), second discussion about the Japanese energy system in environmental 
economics, are highlighted and reviewed in this paper. 
Results made through reviews are substantially as follows. In discussion of re-valuation 
about the Japanese resource studies, Sato (2011) revealed the Japanese energy issues to be 
understood as resource problem. In the face of a global warming problem, we are now to 
find and use new resources in nature as bundle of capability. The energy issues are not only 
the issue of the securing of non-renewable fossil fuel but also the one of the option of 
renewable resource. Ishi (2007) takes particular note of environmental value in nature as 
bundle of capability. He takes a consideration of basic function for human existence and for 
promoting human's personal development completely as the criterion of national land use. 
In discussion of environmental economics, Kajiyama (2011) revealed the Japanese 
energy system to remain 20st century's paradigm. The Japanese energy strategy does not 
take a consideration of coping with a global warming problem, making it a goal to the 
securing of fosil fuel. Ueda (2011) proposed four energy concepts: the lives and safety of 
citizens, sharing economy cutting off a corner energy consumption, small scale and 
decentralized system and regulating system the demand and supply of electric power as a 
benchmark quality of electric power, in order to shift the Japanese energy system to 21st 
century's paradigm. Addition to that, he disputed about three principles: sustainability, 
generation equitability and ethic, and regeneration of regional economy and society, to 
redesign the Japanese energy system. 
Key word: the Japanese energy systems, re-valuation of the Japanese resource studies, 
nature as bundle of capability, environmental value, sustainability. 
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